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評価結果（令和４年度） 

 

 

 

 



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

※指標３、４は目標達成率がマイナスとなるため、０％と表記しています。

実 績 値 0 4
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 ー 100.0%

11

新たな事業運営手法の
導入事業数

事業

ー 4
ガス、水道、簡易水
道、下水道の4事業
における導入を目
指す

指標の
説明

官民連携手法等を導入し
た事業（ガス、水道、簡易
水道、下水道）の数

実 績 値 69.0 89.3
（H30） （R4）

→ 目標達成率 85.9% 111.2%

10
道路除雪満足度

％

80.3 80.3
道路除雪全般につ
いて「良好・ほぼ良
好」と回答する割合指標の

説明

除雪支部長アンケート調査
の結果による道路除雪の満
足度（過去3カ年平均）

実 績 値

9
橋梁修繕率

％
指標の
説明

修繕必要橋梁数に対し
修繕した橋梁の割合

21.9 21.9
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 92.0% 87.6%

19.4 25.0
修繕計画橋梁数：
44橋÷修繕必要橋
梁:160橋

33.2 57.7
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 175.7% 100.0%

8

国道292号整備率（道
路改良）

％

12.8 57.7 （2018年まで整備
延長　第2工区：
500m＋第1工区：
960m＋第3工区：
800m）÷整備計画
総延長：3,914m

指標の
説明

国道292号改良計画
延長に対し整備した割
合

実 績 値

7
市道整備率

％
指標の
説明

市道延長に対し整備し
た市道の割合

実 績 値

57.3 57.3
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 100.0% 99.8%

57 57.4 (整備済延長：
401,800ｍ＋整備
計画延長800ｍ)÷
市道実延長：
705,300ｍ

821 2,078
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 68.4% 138.5%

6

ICTの導入による業務
削減時間数

時間

－ 1,500

2,000時間以上の
削減を目指す

指標の
説明

計画期間内に市役所で
ICTの導入により削減
された業務時間数

実 績 値

5

ICTが活用された住民
サービス事業数

事業
指標の
説明

市が進める住民サービ
スでICTが活用された
事業数

実 績 値

4 6
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 100.0% 100.0%

－ 6

年間2事業の活用増
を目指す

205 220 人口減少の進展と
コロナ禍の影響によ
るもの

（H30） （R4）

↘ 目標達成率 0.0% 0.0%

4

市営バス・コミュニティバスの
1日あたりの平均乗車人員

人

267 262 利用者数は減少が
見込まれるが、落ち
込みを抑制（26-
30：△6％→3％に
抑制）

指標の
説明

1日あたりの平均乗車人
員（予測される減少を抑
制）

実 績 値

3

えちごトキめき鉄道市内4駅
における1日あたりの平均乗
車人員 人
指標の
説明

1日あたりの平均乗車人
員（予測される減少を抑
制）

実 績 値

1,212 1,271 人口減少の進展と
コロナ禍の影響によ
るもの

（H30） （R4）

↘ 目標達成率 0.0% 0.0%

1,654 1,620 利用者数は減少が
見込まれるが、落ち
込みを抑制（27-
30：△4.3％→3％
に抑制）

2 2
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 100.0% 100.0%

2

都市機能施設の誘導件
数

件

ー 2
①統合園
②図書館
③子育て支援施設
④商業施設

指標の
説明

都市機能施設（統合園、図
書館、子育て支援施設、商
業施設等）の誘導件数

実 績 値

1

都市機能・居住誘導区
域内の人口密度

人/ha
指標の
説明

都市機能や居住の誘導
を図る区域の人口密度

実 績 値

22.6 22.4
（H30） （R4）

→ 目標達成率 93.0% 92.2%

24.3 24.3 現況値以上を目標
とする
(現況値)9,734人
÷400.5ha
=24.3人/ha

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R3年度 R4年度
目標達成率が

70％未満の要因等

関 係 課 総務課、企画政策課、環境生活課、市民税務課、観光商工課、建設課、こども教育課、生涯学習課、地域共生課、上下水道局

主要施策

１　コンパクトなまちづくりの推進
2　スマートシティ妙高の推進
３　道路ネットワークの強化
４　雪に強いまちづくりの推進
５　安全で安定したガス上下水道の維持

R4予算額(千円) 3,143,984 R4決算額(千円) 3,034,715 

令和４年度施策評価（第3次総合計画）

１　施策の概要
まちづくりの

大綱 １ 快適で安全・安心に暮らせるまちづくり

基本施策 １ 生活しやすい都市環境づくり【生活基盤】



10

（107884）

11 －
（経常経費のため事後評価対象外）

ガス事業清算費
R4予算額(千円) 1,235,381 R4決算額(千円) 1,235,369 

9

（130050）

8 －
（経常経費のため事後評価対象外）

道路橋梁総務費
R4予算額(千円) 53,660 R4決算額(千円) 50,200 

8

（30070）

3 維持

●人口減少やコロナ禍の影響等を受け、駅利用者数は目標値を下
回っているが、投資・支援スキームに基づく財政支援に加え、原油価
格高騰等の影響を受けたトキ鉄に対し、緊急的な財政支援等を行っ
たことにより、年間を通じて安全で安定的な運行を確保することが
できた。
●引き続き市民や観光客など鉄道利用を促進するとともに、変電所
等の大規模設備の更新時期を控えていることから、国・県・沿線市が
連携して財政支援を拡充し、トキ鉄の安定経営と維持・存続を図る必
要がある。

企画費

R4予算額(千円) 16,051 R4決算額(千円) 15,942 

7

（130190）

10 維持

●除雪計画に基づき、地域と除雪受託業者、市が連携し、一体となっ
て雪処理に取り組んだ結果、大雪時の影響も比較的少なく、冬期間
の安全・安心な道路交通を確保することができた。
●高齢化や核家族化などにより雪処理に対する地域力の低下や、除
雪事業者の体制確保が難しくなっていることから、持続可能な除雪
体制の構築を進める必要がある。

除雪対策事業

R4予算額(千円) 1,240,452 R4決算額(千円) 1,240,108 

6

（160130）

2 拡大

●図書館整備構想や新図書館等複合施設整備計画に基づき、施設整
備に向けて市民等との意見交換等を重ねながら施設の実施設計を
完了した。
●施設のオープンに向けて、市民ボランティアの人材発掘や育成を
進めるとともに、電子書籍の導入など新たなサービスの充実に取り
組む必要がある。

新図書館等複合施設整備事業
（繰越分を含む）

R4予算額(千円) 109,298 R4決算額(千円) 95,768 

5

（130480）

9 維持

●市道橋171橋の法令定期点検を実施し、健全度の確認を進めるこ
とができた。
●国の交付金など財源確保を図りながら、計画的に維持修繕を進め
るとともに、今後の維持管理を考慮し、通行量が少なく老朽化が著し
い橋梁の集約化や撤去を検討する必要がある。橋梁長寿命化事業

R4予算額(千円) 34,793 R4決算額(千円) 32,614 

4

（130370）

7 維持

●市道改良工事4路線のうち、3路線については、早期発注・早期完
了に努め、年度内に全ての工事を完了することができた。
●国の交付金など財源確保を図りながら、計画的に道路整備を進め
る。道路新設改良事業

R4予算額(千円) 262,604 R4決算額(千円) 180,522 

3

（103616）

5，6 維持

●RPA等のICT技術の活用や業務改善により年間1,257時間（令
和2年度からの累計で2,078時間）の業務時間を削減した。また、先
進技術社会実装計画に基づくドローンの緊急時物資配送に関する実
証実験を実施した。
●ドローンの市内産業化に向け、先進技術社会実装事業計画に基づ
いた山小屋配送に向けた基地局整備、講習機関の確保等の環境整備
を行う必要がある。また、行政手続き等のDX化に向け、オンライン
申請手続きの対象を拡大していく必要がある。

スマート自治体推進事業

R4予算額(千円) 43,950 R4決算額(千円) 43,450 

2

（92102）

4 維持

●市内の公共交通を維持し、市民の移動手段の確保を図った。持続
可能な生活交通網の確立に向け、ＡＩを活用したシェア型デマンド交
通システムの実証運行を実施した。
●市内の公共交通を維持するため、実証運行の結果を踏まえ運行範
囲の拡充や利用者の利便性向上を図る必要がある。生活交通確保対策事業

R4予算額(千円) 137,795 R4決算額(千円) 130,742 

1

（98972）

1 見直し

●造成事業１件に対して支援を行い、38区画の宅地造成に結びつけ
ることができた。
●居住誘導区域内で行う3,000㎡以上の宅地造成が可能な土地が
限られてきていることから、制度のあり方について検討を行う必要
がある。優良宅地造成支援事業

R4予算額(千円) 10,000 R4決算額(千円) 10,000 

３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R4年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由



審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●コンパクトなまちづくりを推進するため、宅地造成に対する支援について、より
居住誘導効果が見込める制度の検討を行うこと。
●新図書館等複合施設を中心としたまちなかの再構築を図っていくこと。
●AIによるシェア型デマンド交通システムの実証運行の効果検証結果をもとに、
運行範囲の拡充等により利用者の利便性向上や運行の効率化を図り、車両の小型
化を含めた、人口減少社会において持続可能な公共交通の再編を計画的に進め
ていくこと。
●ドローンの市内産業化に向け、操縦者の育成に向けた講習機関の確保等の環境
整備を進めること。
●橋梁にかかる維持管理コストの負担軽減に向け、集約化等の検討を進めるこ
と。
●流雪溝クラウド監視制御システムは設置効果を踏まえ拡大を図っていくこと。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●コンパクトなまちづくりを推進するため、宅地造成に対する支援について、より
居住誘導効果が見込める制度の検討を行うこと。
●新図書館等複合施設を中心としたまちなかの再構築を図っていくこと。
●AIによるシェア型デマンド交通システムの実証運行の効果検証結果をもとに、
運行範囲の拡充等により利用者の利便性向上や運行の効率化を図り、人口減少社
会において持続可能な公共交通の再編を計画的に進めていくこと。
●ドローンの市内産業化に向け、操縦者の育成に向けた講習機関の確保等の環境
整備を進めること。
●橋梁にかかる維持管理コストの負担軽減に向け、集約化等の検討を進めるこ
と。
●流雪溝クラウド監視制御システムは設置効果を踏まえ拡大を図っていくこと。

４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

B

●居住誘導区域内に住宅等の立地を誘導してきたことで、区域内の人口密度の低
下を緩やかにすることができた。
●新図書館等複合施設の整備に向けて市民等との意見交換等を重ねながら施設
の実施設計を完了した。
●持続可能な公共交通網の確立に向け、AIを活用したシェア型デマンド交通シス
テムの実証実験を行い、運行の需要に基づいた効率的な運行システムの効果検証
を実施した。
●先進技術社会実装計画に基づくドローンの緊急時物資配送に関する実証実験
を行い、産業化に向けた環境整備の必要性を確認した。
●雪処理に対する地域力が低下してきていることから、地域の負担軽減や安全確
保を図るため、流雪溝クラウド監視制御システムの実証を行った。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

関 係 課 総務課、地域共生課、環境生活課、農林課

主要施策
１　防災体制の確立
２　安全な市民生活の確保

R4予算額(千円) 80,686 R4決算額(千円) 68,394 

令和4年度施策評価（第3次総合計画）

１　施策の概要
まちづくりの

大綱 １ 快適で安全・安心に暮らせるまちづくり

基本施策 ２ 安全・安心な地域社会づくり【安全・安心】

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R3年度 R4年度
目標達成率が

70％未満の要因等

40.8 50.4
新型コロナウイルス
感染症の感染拡大
防止のため、実践的
な訓練を控える団
体が増加したため。

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 48.0% 56.0%

76.2 90

全組織での訓練実
施を目標とする

2

個人・家庭（自助）の防
災力の向上

人

300 1,500

現況値から年300
人増を目標とする

指標の
説明

防災研修会等に参加し
た延べ人数

実 績 値

1

自主防災組織の実践的
防災訓練の実施率

％
指標の
説明

自主防災組織において防
災訓練を実施した割合

実 績 値 1,062 2,133
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 88.5% 142.2%

55.2 37.6
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 138.0% 75.2%

ー 50 現況値より災害対
応力ポイントが向上
した自主防災組織÷
自主防災組織(126
団体)

4
消防団員の充足率

％

94.3 97 自警消防団の消防
団への編入や特別
消防団員を充足す
ることで定員確保を
目指す

指標の
説明

定数に対する団員数の
割合

実 績 値

3

地域（共助）の防災力の
向上

％
指標の
説明

災害対応力診断チェック
表による災害対応力が向
上した組織の割合

実 績 値 85.8 97.2
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 89.4% 100.2%

101 107
（H30） （R4）

↘ 目標達成率 138.6% 126.2%

152 135

前年比△5件を目指
す

6
交通事故発生件数

件

31 21

前年比△3件を目指
す

指標の
説明

人身事故の年間発生
件数

実 績 値

5
刑法犯罪発生件数

件
指標の
説明

刑法犯罪の年間発生
件数

実 績 値 28 19
（H30） （R4）

↘ 目標達成率 0.0% 110.5%

1 10
（H30） （R4）

→ 目標達成率 25.0% 250.0%

4 4

現況値ベースの堅
持を目標とする

8

イノシシ、ニホンジカの
捕獲数

頭

150 220 鳥獣被害防止計画
においてR2に200
頭の捕獲を目標と
しており、R3以降
は10頭/年増を目
標とする

指標の
説明

イノシシ、ニホンジカの年間捕
獲数

実 績 値

7

管理不全な特定空き家
等の解体・改修数

戸

指標の
説明

解体・改修された特定
空き家等の実数（年
間）

指標の
説明

有害鳥獣により被害を
受けた農作物の被害額

実 績 値 357 120 降雪の遅れ、小雪の
影響により冬期間
の捕獲が伸びな
かったため。

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 170.0% 54.5%

実 績 値 634 1,001
（H30） （R4）

→ 目標達成率 182.0% 115.3%

9

有害鳥獣による農作物被
害額

千円

1,154 1,154

現況値を超えない
ことを目標とする



３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R4年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由

1

（21070）

1～3 維持

●自主防災組織、防災士、施設管理者及び市職員合同による避難所
運営研修を実施したほか、妙高市防災士会の協力を得ながら、実際
の避難所を会場とした運営訓練を試験的に行った。
●市内全体の避難所運営体制の強化を図るため、自主防災組織によ
る実際の避難所を会場とした訓練をより多くの避難所において実施
する必要がある。

コミュニティ防災組織育成推進
事業

R4予算額(千円) 6,337 R4決算額(千円) 4,641 

2

（21130）

4 維持

●消防団再編に伴い、使用しなくなる車両や小型ポンプについて、資
機材整理の考えや予定を分団に積極的に確認することにより消防団
内で配置換えを行うなど、資機材を有効に活用することができた。
●引き続き、資機材の有効活用について、分団による資機材の整理
状況を注視していく必要がある。

消防施設・資機材整備維持管理
事業

R4予算額(千円) 52,230 R4決算額(千円) 48,807 

3

（80020）

5 維持

●妙高市犯罪被害者見舞金を新たに創設し、市民が被害にあった際
に支援を受けられるよう制度の整備を行った。
●引き続き、防犯講座の実施や広報等による注意喚起により防犯の
意識啓発を図る必要がある。犯罪のないまちづくり推進事業

R4予算額(千円) 3,633 R4決算額(千円) 2,953 

4

（90030）

6 維持

●交通事故防止のため、市内の学校や園、町内会等において交通安
全教室を実施し、交通安全意識の醸成を図った。また、R4年度の交
通事故発生件数は19件となり、昨年度の28件から減少した。
●関係機関と連携し、市民一人ひとりの交通安全意識を高めていく
とともに、高齢者の運転免許の自主返納への理解促進に努めていく
必要がある。

交通安全対策事業

R4予算額(千円) 3,124 R4決算額(千円) 2,303 

5

（90802）

7 －

●特定空き家を解体する所有者等に対し、補助金制度を設けること
で、老朽空き家の解体の促進が図られた。（補助金活用件数：5件）
●管理不全空家の増加を防ぐため、空き家バンクへの登録を促すな
どの対策が必要である。空き家等適正管理事業

R4予算額(千円) 2,617 R4決算額(千円) 2,556 

6

（90440）

8,9 維持

●国交付金を活用し、くくりわなやわなセンサーなどの新しい猟具や
技術を導入したことにより、効果的な有害鳥獣捕獲に繋がった。
●地域と市（専門員、実施隊）の更なる協力・連携を図るため、地区か
らの情報提供に基づく被害状況の把握や現地確認、迅速な捕獲活動
を実施する必要がある。また、国、県の関係機関と情報共有を図り、
捕獲技術研修会等へも参加する中で、捕獲技術の向上を目指す。

鳥獣対策事業

R4予算額(千円) 12,745 R4決算額(千円) 7,134 



４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

C

●自主防災組織、防災士、施設管理者及び市職員による避難所運営研修のほか、
実際の避難所を会場とした運営訓練を試験的に行い、多くの参加を得るととも
に、有効性を確認することができた。
●刑法犯罪件数、交通事故発生件数とも、年度目標を達成することができた。ま
た、妙高市犯罪被害者見舞金を新たに創設し、市民が被害にあった際に支援を受
けられるよう制度の整備を行った。
●特定空き家を解体する所有者等に対し、補助金制度を設けることで、老朽空き
家の解体の促進が図られた。（全10戸のうち補助金活用件数：5件）

審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●コロナ禍により実施出来なかった自主防災組織による実際の避難所を会場とし
た対面での訓練をより多く実施し、市内全体の避難所運営体制の強化を図るこ
と。
●R5年度以降も妙高市防災士会との連携や外部講師の招へいにより、実際の避
難所における訓練を継続し、地域防災力を高めること。
●利活用可能な空き家の積極的な登録を呼びかけ、既存住宅ストックを活用する
とともに、人口減少による住宅需給バランスを考慮し、新たな空き家の発生を抑
制すること。
●鳥獣被害防止のため、地区と市（専門員、実施隊）の更なる連携強化を図るこ
と。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●コロナ禍により実施出来なかった自主防災組織による実際の避難所を会場とし
た対面での訓練をより多く実施し、市内全体の避難所運営体制の強化を図るこ
と。
●R5年度以降も妙高市防災士会との連携や外部講師の招へいにより、実際の避
難所における訓練を継続し、地域防災力を高めること。
●利活用可能な空き家の登録を積極的に呼びかけ、特定空き家の増加を抑制して
いくこと。
●鳥獣被害防止のため、地区と市（専門員、実施隊）の更なる連携強化を図るこ
と。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

※指標７、８は目標達成率がマイナスとなるため、０％と表記しています。

関 係 課 環境生活課

主要施策
１　自然環境の保全と活用
２　地球温暖化対策の推進
３　資源循環のまちづくりの推進

R4予算額(千円) 220,482 R4決算額(千円) 192,752 

令和4年度施策評価（第3次総合計画）

１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ２ 美しい自然と共に生きるまちづくり

基本施策 １ 豊かな生活環境づくり【環境保全】

1
ライチョウの確認数

羽

12 18
過去最大の確認数
に増加させることを
目標とする指標の

説明
頸城山麓に生息するラ
イチョウの確認数

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R3年度 R4年度
目標達成率が

70％未満の要因等

実 績 値 18 27
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 112.5% 150.0%

1,022 1,276
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 60.4% 74.7%

1,660 1,708

現況値から5％増加
を目標とする

3

環境サポーターズ登録
者数

人

67 127

20人/年の増加を
目標とする

指標の
説明

環境会議で募集している
環境ボランティア登録者
数

実 績 値

2
国立公園妙高利用者数

千人
指標の
説明

自然公園等利用者調べによる
妙高市域の利用者数

実 績 値 310 329
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 289.7% 259.1%

4,223 4,125
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 97.1% 93.8%

1,460 4,400

毎年約1％増を目標
とする

5

妙高市温室効果ガス排
出量

千t

313 292 第2次妙高市地球温
暖化対策地域推進
計画により、約6千
t/年削減を目標と
する

指標の
説明

妙高市の温室効果ガスの約
98％を占める二酸化炭素の
量(当該年度に把握できる数
値)※3年前年度の実績

実 績 値

4
入域料協力金額

千円
指標の
説明

入域料に協力いただい
た金額

実 績 値 265 246
（H30） （R4）

↘ 目標達成率 320.0% 319.0%

8 28
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 80.0% 280.0%

8 10

4件増を目標とする

7

ごみ排出総量

t/年

14,761 13,301 

（家庭系排出予測値
×人口予測値×年間
日数）＋（事業系排
出予測値×年間日
数）指標の

説明
市内から発生する廃棄
物の総量

実 績 値

6

公共施設における再生
可能エネルギー導入件
数 施設
指標の
説明

市内公共施設における導
入件数

実 績 値 14,230 14,552 

家庭系可燃ごみの
駆け込み排出の増
加及びコロナ禍を経
て人の流れが戻っ
たことによる事業系
廃棄物の排出が増
加したため

（H30） （R4）

↘ 目標達成率 0.0% 0.0%

479 489
令和5年4月からの
指定ごみ袋の変更
及び価格改定を受
けて、駆け込みでご
みの排出量が増え
たため

（H30） （R4）

↘ 目標達成率 0.0% 0.0%

467 422

Ｈ２６年度比40ｇ減
量を目標とする

9

事業系可燃ごみ1日あ
たり排出量

㎏

11,893 11,100 

H26年度比0.4ｔ減
量を目標とする

指標の
説明

事業所から発生した燃え
るごみの1日あたり排出量

実 績 値

8

家庭系可燃ごみ1人1
日あたり排出量

ｇ

指標の
説明

家庭から発生した燃える
ごみの1人1日あたり排出
量

指標の
説明

一般廃棄物の総量の内
資源化された量の割合

実 績 値 10,361 10,715 
（H30） （R4）

↘ 目標達成率 221.1% 148.5%

実 績 値 34.6 32.7
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 110.9% 104.1%

10
資源化率

％

30.7 31.4

Ｒ7年度32.0%を
目標とする



３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R4年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由

1

（97574）

1～4 維持

●環境サポーターズの登録者数の増加や、クラウドファンディングの
寄附金額や入域料の収受額の確保、ライチョウ生育地保護事業や外
来植物の駆除をはじめとする生物多様性の保全などについて計画
どおり実施できた。
●自然環境保全への関心や意識を高めるため、入域料の収受状況や
取組を広く周知するとともに、寄付者に対して報告を行う必要があ
る。あわせて、環境サポーターズの活動の充実を図る必要がある。

生命地域妙高環境会議事業

R4予算額(千円) 14,707 R4決算額(千円) 14,002 

2

（97248）

5 拡大

●生命地域妙高ゼロカーボン推進条例に基づき、その実現に向けた
「ゼロカーボン実行計画」を策定した。また、市内全小学校を対象に
森林学習など環境学習の場の提供を行い、自然環境保護に向けた意
識啓発を図ることができた。
●ゼロカーボン実行計画に基づく取組を推進するため、市民や事業
所への周知に合わせて、より実践に繋がる工夫をする必要がある。
また、環境学習について、小学校低学年から中学生まで幅広く活用
できるよう提供メニューの充実を図る必要がある。

２０５０ゼロカーボン推進事業

R4予算額(千円) 19,533 R4決算額(千円) 1,255 

3

（90510）

７～10 維持

●ごみ処理に係る経費を適正に負担いただくために一般廃棄物処
理手数料の改定を行い、令和５年からの指定ごみ袋の変更、可燃ご
みの収集回数の統一、プラスチック製品の分別収集開始に向けた準
備を行った。
●可燃ごみ一人１日当たりの排出量の削減と資源化率の拡大のた
め、引き続き市報等や地域説明会の開催による周知を行い、ごみ減
量と資源化の促進を図る必要がある。

ごみ減量・リサイクル推進事業

R4予算額(千円) 136,268 R4決算額(千円) 134,701 

4

（100537）

1～10 拡大

●市民、事業所等から具体的な実践活動に繋げてもらうための
「SDGs推進条例」の制定及び「SDGs推進実行計画」の策定を行っ
た。
●「ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業選定都市」として、庁
内各課がそれぞれの役割を認識しつつ、横断的な取組を引き続き進
めるとともに、官民共創の理念のもと市全体が一丸となって波及と
実践につなげていく必要がある。

総合計画・ＳＤＧｓ推進事業

R4予算額(千円) 16,207 R4決算額(千円) 12,329 

5

（106074）

1～4 維持

●展示をはじめ休憩室やショップ全てにおいて高い評価をいただい
た結果、開館1年目で目標をはるかに超える約17万人の来館者を達
成することができた。
●国立公園妙高の魅力や自然資源の大切さを伝える施設として、こ
れまで以上に来訪者への適切な対応や情報発信を充実していく必要
がある。

妙高高原ビジターセンター管理
運営事業

R4予算額(千円) 33,767 R4決算額(千円) 30,465 



４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

B

●環境サポーターズ登録者数の増加及び入域料やクラウドファンディングによる
環境保全活動資金の確保により、国立公園妙高の自然環境に対する保全意識の醸
成が進んでいるものと評価できる。
●「ゼロカーボン実行計画」を策定し、地域の脱炭素化を実現するための目標と具
体的取組を明らかにした。また、市役所をはじめ公共施設20施設に再エネ電気を
導入し、二酸化炭素排出抑制に努めた。
●ごみ処理に係る経費を適正に負担いただくため、一般廃棄物処理手数料の改定
を行うとともに、ごみの減量と資源化を促進するため、地域説明会を実施し理解
を得た。
●市民、事業所及び市等の相互の連携・協働により具体的な実践活動に繋げてい
くための「SDGs推進条例」の制定及び「SDGs推進実行計画」の策定を行った。

審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●持続可能な自然保護活動となるよう、自主財源の確保に努めるとともに、自然
環境保全への関心や意識を高めるため、取組の発信や活動の充実及び人材の確
保・育成を進めること。
●2050年二酸化炭素排出量実質ゼロの実現に向けて「ゼロカーボン実行計画」
に基づき、市、市民、事業者が協働し、具体的取組を加速・拡大していくこと。
●市民一人ひとりが行う3Rの取組の推進や脱プラスチックの生活スタイルへの転
換に向け、ごみ減量リサイクル説明会や市報等を通じ、市民や事業所への普及啓
発を強化すること。
●「SDGs推進条例」に基づき、官民共創の理念のもと市、市民、事業者が一丸と
なって浸透と実践につなげていくために、普及啓発と理解の醸成を図ること。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●持続可能な自然保護活動となるよう、自主財源の確保に努めるとともに、自然
環境保全への関心や意識を高めるため、取組の発信や活動の充実及び人材の確
保・育成を進めること。
●2050年二酸化炭素排出量実質ゼロの実現に向けて「ゼロカーボン実行計画」
に基づき、市、市民、事業者が協働し、具体的取組を加速・拡大していくこと。
●市民一人ひとりが行う3Rの取組の推進や脱プラスチックの生活スタイルへの転
換に向け、ごみ減量リサイクル説明会や市報等を通じ、市民や事業所への普及啓
発を強化すること。
●「SDGs推進条例」に基づき、官民共創の理念のもと市全体が一丸となって浸透
と実践につなげていくために、普及啓発と理解の醸成を図ること。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

関 係 課 観光商工課

主要施策
１　観光地域づくりの実践
２　国際観光都市としての基盤整備

R4予算額(千円) 157,971 R4決算額(千円) 108,264 

令和4年度施策評価（第3次総合計画）

１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ３ にぎわいと交流を生みだすまちづくり

基本施策 １ 世界に誇れる観光地域づくり【交流促進】

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 Ｒ3年度 R4年度
目標達成率が

70％未満の要因等

8,987 18,038
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 70.1% 136.5%

11,643 13,214

現況値から20％増
を目標とする

2
観光入込客数

万人

578 592

現況値から4％の増
を目標とする

指標の
説明

年間観光入込客数

実 績 値

1
観光売上額

百万円

指標の
説明

年間観光消費額

実 績 値 360 463
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 61.3% 78.2%

2 2 新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り、人員の確保が難
しかったため

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 100.0% 66.7%

1 3
総合、マーケティン
グ、旅行商品のそれ
ぞれのコーディネー
ター数を目標とする

4
域内循環額

百万円

1,979 2,600 

現況値から50％の
増を目標とする

指標の
説明

観光産業による域内循
環額

実 績 値

3

観光コーディネーター
数

人
指標の
説明

観光コーディネーター
数

実 績 値 1,528 3,066 
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 63.7% 117.9%

1,648 2,695 新型コロナウイルス
感染症の影響によ
るもの

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 2.5% 4.0%

59,721 68,000 

現況値から20％の
増を目標とする

6
二次交通路線数

路線

10 13

新たに3路線の運行
を目標とする

指標の
説明

妙高への来訪や市内を周
遊する二次交通路線数

実 績 値

5
外国人観光宿泊客数

人
指標の
説明

外国人観光客の年間延
べ宿泊数

実 績 値 4 8 コロナ禍による乗車
人数の減少により路
線数が回復していな
いもの

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 33.3% 61.5%

112,077 188,623 

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 63.0% 102.0%

165,130 184,852 

現況値から20％の
増を目標とする

8
観光施設整備数

個所

ー 4

5箇所増を目標とす
る

指標の
説明

計画期間内に整備した
施設の数

実 績 値

7

主要な観光施設の利用
者数

人
指標の
説明

国立公園施設年間施設利用者
数（苗名滝、高谷池ヒュッテ、妙
高高原ビジターセンター）

実 績 値 2 4
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 66.7% 100.0%



３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R4年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由

1

（100584）

1～5 維持

●外部の専門人材の登用により、妙高ツーリズムマネジメントを主体
とした域内観光消費額の増加及び観光地域づくり団体の自主財源化
に向けた事業のコーディネート支援を実施し、機能強化を図った。
●妙高ツーリズムマネジメントと連携し、SNSの活用による誘客プロ
モーションやインバウンドが周遊しやすい環境整備、観光消費額の増
加に向けた取り組みを計画的に進める必要がある。

観光地域づくり団体支援事業

R4予算額(千円) 46,458 R4決算額(千円) 39,343 

2

（180330）

7，8 維持

●いもり池遊歩道のウッドデッキ補修工事を実施し、観光客の安全確
保と自然景観の保全を図った。また、ソーラーパネルと大容量バッテ
リーの整備により、高谷池ヒュッテの給排水設備への必要な電力を確
保した。
●高谷池周辺の環境負荷軽減に向けて、再生可能エネルギーの活用
などを視野に雨水利用による水源確保や電源確保に取り組む必要あ
る。

観光施設整備事業

R4予算額(千円) 13,024 R4決算額(千円) 2,871 

3

（100587）

1,2,5,6 維持

●コロナ禍により中止となっていたスポーツイベントが再開したこと
で、アウトドアメーカーとの協働による誘客・宣伝を行った。また、青
山学院大学との連携の一環として「限定モデルの磁気ネックレス」を
作成し、クラウドファンディングの返礼品や市民限定での販売を行う
ことで、シティープロモーションの推進を図った。
●増加傾向にあるインバウンド需要を確実に取り込むため、インバウ
ンド向けの誘客支援を強化する必要がある。

観光誘客推進事業

R4予算額(千円) 98,489 R4決算額(千円) 66,050 

４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

C

●外部専門人材を登用し、妙高ツーリズムマネジメントを主体とした域内観光消費
額の増加等に向けた事業のコーディネート支援を実施した結果、観光売上額や域
内循環額は大きく回復した。
●コロナ禍により中止となっていたアウトドアメーカーとの協働によるスポーツイ
ベントや青山学院大学と連携した認知度向上の取組により、一定のプロモーション
効果が得られた。

審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅱ

●妙高ツーリズムマネジメントが、自身の会員と目指すべき方向性について共通認
識を持ったうえで、マーケティングデータに基づく主体的な取組を進めることがで
きる体制を早期につくることができるよう、市として必要な支援を行うこと。
●新型コロナウイルス感染症の５類移行を受け、妙高ツーリズムマネジメントが中
心となり、観光資源の発展・磨き上げを行うとともに、上越3市や信越高原、北信濃
9市町村などとの広域連携による通年観光を推進し、観光入込客数と観光消費額、
域内循環額の増加を図ること。
●増加傾向にあるインバウンド需要を確実に取り込むため、広域連携により魅力的
な観光地域をつくるとともに、誘客プロモーションを強化すること。
●スキー場間を結ぶバスなど、二次交通の利便性向上を図ること。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅱ

●妙高ツーリズムマネジメントが、自身の会員と目指すべき方向性について共通認
識を持ったうえで、マーケティングデータに基づく主体的な取組を進めることがで
きる体制を早期につくること。
●新型コロナウイルス感染症の５類移行を受け、妙高ツーリズムマネジメントが中
心となり、観光資源の発展・磨き上げを行うとともに、広域連携による通年観光を
推進し、観光入込客数と観光消費額、域内循環額の増加を図ること。
●増加傾向にあるインバウンド需要を確実に取り込むため、広域連携により魅力的
な観光地域をつくるとともに、誘客プロモーションを強化すること。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

関 係 課 観光商工課、農林課、企画政策課

主要施策
１　商工業の振興と中心市街地の賑わいの創出
２　安定して働きやすい雇用の創出
３　持続可能な農業の振興

R4予算額(千円) 496,651 R4決算額(千円) 315,942 

令和4年度施策評価（第3次総合計画）
１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ３ にぎわいと交流を生みだすまちづくり

基本施策 ２ 活力ある地域経済づくり【産業振興】

1
市内事業所数

事業所

957 887
予測される減少の
抑制を目標とする
（△12％→△10％）指標の

説明
市内の事業所数（予想
される減少を抑制）

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R3年度 R4年度
目標達成率が

70％未満の要因等

実 績 値 967 960
（H30） （R4）

↘ 目標達成率 107.3% 108.2%

47 47
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 90.4% 82.5%

42 57

年間5件の増を目標
とする

3

賑わいづくりのイベン
ト・朝市入込数

人

169,459 174,800 

毎年約1％（1,600
人）の増を目標とす
る指標の

説明

商工会議所・各商工会等
が主体となるイベントと朝
市の入込数

実 績 値

2

企業の立地・業務拡張
等数

件
指標の
説明

企業振興奨励条例等に基
づく固定資産税免除・賃借
料補助金指定件数（平成
27年度からの累計）

実 績 値 117,690 130,200 

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 68.0% 74.5%

147 147
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 167.0% 156.4%

75 94

年間6人の増を目標
とする

5
地元就職率

％

73.9 80

80％以上を目標と
する

指標の
説明

就職した高校生のうち妙
高市、上越市の事業所に
就職した割合

実 績 値

4
企業の雇用創出数

人
指標の
説明

企業振興奨励条例等にお
ける新規雇用創出数（平成
27年度からの累計）

実 績 値 75.4 83.8
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 94.3% 104.8%

37 45
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 119.4% 132.4%

25 34

年間3件の増を目標
とする

7

コーディネート組織を通じた
市内企業と都市部のビジネ
スマッチング件数 件

0 15

計画期間内に20件
を目標とする

指標の
説明

コーディネート組織を通じ
たビジネスマッチングの件
数

実 績 値

6
市内での新規起業数

件
指標の
説明

市の補助制度を活用し、新
たに起業した事業所の数
（平成27年度からの累計）

実 績 値 15 12
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 150.0% 80.0%

8
主食用米の作付面積

ha

1,591 1,570 R2年以降は全国的
な需要の減少を勘
案して、面積増加の
抑制（維持）を目標
とする

指標の
説明

水田フル活用ビジョンに
おける主食用米の作付面
積

指標の
説明

農地所有適格法人に占め
る経営耕地面積が20ha
以上の法人の割合

実 績 値 1,596 1,527
（H30） （R4）

↘ 目標達成率 0.0% 304.8%

実 績 値 62.5 62.5
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 115.7% 111.6%

9

経営耕地面積が20ｈａ
以上の法人の割合

％

52.9 56 法人の新設、統合等
により20ha以上の
法人数を9、全数を
15と想定し目標値
を設定し、経過値は
規模拡大傾向を表
すものとする



３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R4年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由

1

（94195）

1,3 拡大

●事業所の規模や業種、成長段階にあわせた「がんばる企業応援補
助金」等により、販路開拓や海外需要の取り込みなど中小企業の新た
な取組を支援した。
●コロナ禍後の地域経済の活性化に向け、商工業者の経営基盤の強
化や魅力向上支援のほか、地域内消費の促進・喚起に繋がる取組を
継続する必要がある。

地域経済活性化支援事業
（繰越分を含む）

R4予算額(千円) 237,741 R4決算額(千円) 130,807 

2

（120935）

２,4,6 維持

●企業振興奨励条例に基づく課税免除17件、中小企業向けの支援
策である夢をかなえる企業応援補助金21件の利用があり、新規創業
と空き店舗の有効活用等に繋がった。
●引き続き固定資産税課税免除や補助金交付等により、企業誘致や
既存企業の業務拡張を促進するために必要な優遇措置を講じ、産業
振興や雇用機会の拡充を図る必要がある。

企業立地促進事業
（繰越分を含む）

R4予算額(千円) 72,038 R4決算額(千円) 25,250 

3

（120240）

5 拡大

●地域人材育成支援助成制度は、市報を活用した周知に努めた結果
24件の申請があり、多くの市民のスキルアップ等を支援することが
できた。ジョブウォッチングでは新井高校生6名の参加があり、市内
企業を知ってもらう機会となった。
●有効求人倍率が未だに高い状況が続いていること、また、市内事
業所実態調査の結果、人手不足を感じている事業所が半数近くいる
ことから、就労人材の育成支援や関係機関と連携したジョブウォッチ
ングの就労事業を拡大する必要がある。

就労支援事業

R4予算額(千円) 1,933 R4決算額(千円) 658 

4

（102545）

7 維持

●テレワーク研修交流施設がオープンし、首都圏等から多くの方に利
用していただいたほか、SDGｓを切り口としたワーケーション等を実
施することで関係人口の創出につなげることができた。
●首都圏企業、市民との交流促進を図り、地域課題の解決につなが
る関係人口の創出・拡大を進める必要がある。関係人口創出・拡大事業

R4予算額(千円) 139,418 R4決算額(千円) 125,737 

5

（110030）

8 維持

●全国的に米の消費量が減少する中、妙高市農業再生協議会を主体
として、需要に応じた米生産に向けた取組みを進めた結果、令和4年
産の主食用米作付面積は、前年から69ha減少し1,527haとなっ
た。
●水田活用の交付金の減少が見込まれることから、従来の非主食用
米に加え、生産物収入が見込める園芸作物等への転換を農業者が検
討できるよう、引き続き米の需給情報や交付金等について、情報提
供する必要がある。

水田農業経営安定対策事業

R4予算額(千円) 30,047 R4決算額(千円) 25,116 

6

（110050）

9 維持

●農業次世代人材投資事業の経営開始資金により、新規就農者へ資
金面の支援を実施した。また、「実質化された人・農地プラン」の策定
地域である和田地区（柳井田）に対して、農地中間管理機構集積協力
金事業の地域集積協力金を交付した。
●高齢により担い手が減少傾向にあることから、新たな担い手の確
保に努める必要がある。

担い手確保支援事業

R4予算額(千円) 10,964 R4決算額(千円) 4,060 

7

（91581）

－ 維持

●加工用ブドウの栽培について、約4.5tの収量を確保でき、出荷し
たブドウを活用し1,200本のワインを醸造することができた。
●加工用ブドウの品質向上と収量確保のため、栽培技術の向上と栽
培を行う人材の確保が必要である。六次産業化推進事業

R4予算額(千円) 4,510 R4決算額(千円) 4,314 



４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

C

●夢をかなえる企業応援補助金の活用により平成27年度からの累計では、起業・
創業数が45件と目標よりも多い件数で推移しており、一定の成果が上がってい
る。
●ジョブウォッチングでは新井高校生6名の参加にとどまったが、市内事業所や関
係機関の協力により地元就職率は約8ポイント上昇した。また、地域人材育成支援
助成制度に24件の申請があり、就労に必要なスキルアップを支援することができ
た。
●テレワーク研修交流施設をオープンし、首都圏等を中心とした企業や個人ワー
カーの利用を促進するとともに、SDGsを切り口としたワーケーション等を実施す
ることで関係人口の創出・拡大に一定の成果が得られた。
●全国的に米の消費量が減少する中、妙高市農業再生協議会を主体として、需要
に応じた米生産に向けた取組を進めた結果、令和4年産の主食用米作付面積は、
前年から69ha減少し1,527haとなった。
●約4.5ｔの加工用ブドウの収量を確保し、出荷したブドウを活用して1,200本の
ワインを醸造することができた。

審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●市内事業者の販路開拓や創業、生産性向上などの取組を支援し、空き家や空き
店舗を活用した民間の取組とも連携して地域産業の振興を図ること。
●市内事業者の人手不足解消に向け、市内事業者の魅力向上と情報発信を強化す
るとともに、「特定地域づくり事業協同組合」の運営を支援すること。
●テレワーク研修交流施設を拠点として、首都圏企業、市内事業者、市民との交流
促進を図り、地域課題の解決につながる関係人口の創出・拡大を進めること。
●スマート農業の普及や園芸の拡大について、農作業の効率化・省力化につながる
機械整備等の支援のほか、取り組みやすい環境づくりなどソフト面での支援の充
実を図ること。
●加工用ブドウをはじめ、市内での農産物における品質向上と収量確保のため、
栽培技術の向上と作付面積の拡大に向けた担い手の確保及び育成を強化するこ
と。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●市内事業者の販路開拓や創業、生産性向上などの取組を支援し、空き家や空き
店舗を活用した民間の取組とも連携して地域産業の振興を図ること。
●市内事業者の人手不足解消に向け、市内事業者の魅力向上と情報発信を強化す
るとともに、「特定地域づくり事業協同組合」の運営を支援すること。
●テレワーク研修交流施設を拠点として、首都圏企業、市内事業者、市民との交流
促進を図り、地域課題の解決につながる関係人口の創出・拡大を進めること。
●スマート農業の普及等による農作業の効率化・省力化の推進や米の転作に向け
て新たに園芸などの生産拡大に取り組む農業者の支援を充実すること。
●加工用ブドウの品質向上と収量確保のため、栽培技術の向上と作付面積の拡大
に向けた担い手の確保及び育成を強化すること。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

※指標3は目標達成率がマイナスとなるため、０％と表記しています。

実 績 値 7 7
（H30） （R４）

→ 目標達成率 100.0% 100.0%

9

救急医療を担う病院の数(第二
次救急医療体制)

病院

7 7 医師の負担増大を
防ぎ、安定して体制
継続させるため現
状維持を目標とす
る

指標の
説明

妙高市・上越市において救
急医療を輪番制で担う病院
の数

実 績 値 14 16
（H30） （R４）

→ 目標達成率 107.7% 123.1%

8

市内病院の診療科目数

科目

13 13

現況値以上を目標
とする

指標の
説明

けいなん総合病院・県立妙高病
院で開設されている外来診療
科目とリハビリテーション科の
合計

実 績 値

7

市内病院の常勤医師数

人
指標の
説明

安定した診療体制維持のため
のけいなん総合病院及び県立
妙高病院における常勤医師数
（研修医除く）

12 12
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 80.0% 75.0%

15 16

過去5年間の増減数
をもとに目標値を
設定

2 2
（H30） （R４）

→ 目標達成率 100.0% 100.0%

6
市内病院数

病院

2 2

現状を維持すること
を目標とする

指標の
説明

市内における病院数（けい
なん総合病院、県立妙高
病院）

実 績 値

5
特定保健指導実施率

％

指標の
説明

特定保健指導該当者のう
ち保健指導終了者の割合

実 績 値

59.3 48.9
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 94.1% 76.4%

61.4 64
H29年度以前に国
の目標値である
60%を達成してい
る実績があることか
ら、年1ポイント程度
の伸びを目標とす
る

55.6 58.7
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 92.7% 97.8%

4
特定健診受診率

％

58.3 60

国の市町村国保の
目標値に準ずる

指標の
説明

国保加入者のうち特定健
診を受診した者の割合

実 績 値

3

肥満者の割合(20～
69歳の男性)

％
指標の
説明

国保特定健診及び市民健診を
受診した20～69歳の男性の
うちBMI25以上の者の割合

実 績 値

31.3 31.3
（H30） （R４）

→ 目標達成率 0.0% 0.0%

31 31

現況値よりも差を
減少させる

44.1 44.1
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 90.0% 84.8%

2

生活習慣病予防のための運動習
慣の定着率(65歳以上の男性)

％

43.3 52

年平均3％増を目指
す

指標の
説明

国保特定健診及び市民健診を
受診した65歳以上の男性のう
ち、1日30分以上の運動を週
2回以上実施し1年以上持続し
ている人の割合

実 績 値

1

健康寿命と平均寿命の
差

歳
指標の
説明

市民の健康寿命(Ａ)と
平均寿命(Ｂ)の差

実 績 値

男性1.7歳
女性3.4歳

男性1.6歳
女性3.5歳

【参考】
〇男性(A)79.3歳
　　　　 (B)81.1歳
〇女性(A)84.1歳
　　　　 (B)87.8歳

（H30） （R４）

→ 目標達成率 100.0% 100.0%

男性1.8歳
女性3.7歳

男性1.8歳
女性3.7歳

現況値よりも差を
減少させる

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 Ｒ３年度 R４年度
目標達成率が

70％未満の要因等

関 係 課 健康保険課

主要施策
１　健康づくりの推進
２　地域医療体制の確保

R４予算額(千円) 427,714 R４決算額(千円) 364,581 

令和4年度施策評価（第3次総合計画）
１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ４ 全ての人が元気に活躍できるまちづくり

基本施策 １ 市民主体の健康づくり【健康・医療】



5

（71930）

ー ー
（経常経費のため事後評価対象外）

感染症予防対策事業
R４予算額(千円) 130,676 R４決算額(千円) 80,548 

4

（71730）

ー ー
（経常経費のため事後評価対象外）

歯科保健対策事業
R４予算額(千円) 2,710 R４決算額(千円) 2,427 

3

（71770）

6,7,8,9 維持

●寄附講座の継続設置（R4～R6）を通じて、新潟大学消化器内科医
局との関係がさらに強化され、常勤の消化器内科医師1名をR4年4
月に厚生連けいなん総合病院へ招致することができた。また、R4年
4月から1名に医師養成修学資金の貸与を開始し、将来の医師確保
につなげることができた。
●市内医療機関の医師確保は、まだ十分とは言えないことから、引
き続き地域医療体制の確保のため、医師確保対策を進めるととも
に、医師養成修学資金についても、関係先への制度PRに努め、修学
生の確保を図っていく必要がある。

地域医療体制確保事業

R４予算額(千円) 228,088 R４決算額(千円) 223,451 

2

（71850）

4,5 維持

●新型コロナウイルス対策を講じて各種健（検）診、健診結果説明会
を実施することができ、大腸がん検診、肺がん検診においては、受診
率が増加した。また、特定保健指導実施率は64％となり、昨年の
59.3％を上回った。
●健（検）診受診率は、コロナ禍以前の水準には戻っていないため、
引き続き、健診受診率の向上のため、受診しやすい環境づくりと個
別受診勧奨等により健（検）診への関心を高めていく必要がある。ま
た、糖尿病性腎症重症化予防プログラム等に基づく継続した支援を
行うことで、生活習慣の改善や医療機関受診に繋げていく必要があ
る。

生活習慣病予防健診・重症化予
防事業

R４予算額(千円) 63,604 R４決算額(千円) 56,625 

1

（91415）

１,2,3 維持

●食生活改善推進委員の育成研修会は計画通り実施し、会員自身が
知識を習得することができたが、委員による地域活動は、町内会の
活動自粛の意向もあり、活動回数は縮小となった。ウォーキングの推
進は、関係課と連携し、クアオルトウォーキング講座やイベントを実施
した。
●健康づくり推進協議会を開催し、意見を聴取することで、健康づく
り施策を見直し、関係課と連携した毎週ウォーキングの実施や県健
康アプリの活用など、コロナ禍でも市民が実践できる健康づくりを
推進した。
●町内会の状況を見ながら、各種活動を拡大できるよう支援を行う
必要がある。また、R5年度の各種計画の改定に向け、健康づくり推
進協議会委員へ市の健康実態や施策の実施状況をわかりやすく伝
え、市民の主体的な健康づくりの実現につながる意見がもらえるよ
う、準備を進める必要がある。

体と心の健康づくり事業
（旧：市民主体の健康づくり事
業）

R４予算額(千円) 2,636 R４決算額(千円) 1,530 

３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R４年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由



審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅲ

●健康づくりリーダーや食生活改善推進委員と連携し、市民が主体となった運動
習慣の定着とバランスのとれた食生活の実践につながる取組を推進すること。ま
た、持続可能な活動をしていくため、各種役員や委員の統合を進めること。
●受診しやすい環境づくりと個別受診勧奨等により健（検）診受診率をコロナ禍以
前の水準に戻し、生活習慣病の発症と重症化を予防するとともに、疾病の早期発
見、早期治療につなげること。
●診療所開設支援補助金制度や医師養成修学資金制度の周知を継続し、市内医
療機関における短期的・長期的の両面での医師確保に努めていくこと。
●県立妙高病院を存続するための取組を進めていくこと。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅲ

●健康づくりリーダーや食生活改善推進委員と連携し、市民が主体となった運動
習慣の定着とバランスのとれた食生活の実践につながる取組を推進すること。
●受診しやすい環境づくりと個別受診勧奨等により健（検）診受診率をコロナ禍以
前の水準に戻し、生活習慣病の発症と重症化を予防するとともに、疾病の早期発
見、早期治療につなげること。
●診療所開設支援補助金制度や医師養成修学資金制度の周知を継続し、市内医
療機関における短期的・長期的の両面での医師確保に努めていくこと。
●県立妙高病院を存続するための取組を進めていくこと。

４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

C

●関係課と連携し、クアオルトウォーキング講座やイベントを実施した。また、健康
づくり推進協議会を開催し、意見を聴取することで、健康づくり施策を見直し、関
係課と連携した毎週ウォーキングの実施や県健康アプリの活用など、コロナ禍でも
市民が実践できる健康づくりを推進した。
●新型コロナウイルス対策を講じて各種健（検）診、健診結果説明会を実施するこ
とができ、大腸がん検診、肺がん検診においては、受診率が増加した。また、特定
保健指導実施率は64％となり、昨年の59.3％を上回った。
●寄附講座の継続設置を通じて、消化器系疾患の予防事業に関する研究・啓発な
ど健康増進に取り組んだほか、厚生連けいなん総合病院へ常勤の消化器内科医師
を招致することができた。また、R4年4月から1名に医師養成修学資金の貸与を
開始し、将来の医師確保につなげることができた。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

実 績 値 50 34.6 相談者の希望に沿
う就労先を見つける
ことが難しいため。

（H30） （R４）

↗ 目標達成率 80.6% 51.6%

10

支援プラン作成件数に
対する就労者数の割合

％

50 67
前年度比2名程度増
を目標とする（就労
者数）指標の

説明

生活困窮者等自立支援事業に
おける支援プラン作成件数に
対する就労者数の割合

実 績 値 0 0
就労経験が少ない
ことや希望に合わな
いなどの理由から、
継続した就労に繋が
らなかったため。

（H30） （R４）

↗ 目標達成率 0.0% 0.0%

9

就労支援による保護廃
止件数

件

1 2

現況値よりも1～2
件増を目標とする

指標の
説明

就労支援による就労を
きっかけとした保護廃止
件数

実 績 値

8

就労支援による被保護
者の就労者数の割合

％
指標の
説明

支援対象者に対する就労
者数の割合（年度末現在）

44 38.9
就労経験が少ない
ことや希望に合わな
いなどの理由から、
継続した就労に繋が
らなかったため。

（H30） （R４）

↗ 目標達成率 64.7% 54.0%

56 72
就労者を前年度比1
名増とすることを目
標とする

13,768 15,940
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 78.1% 88.2%

7

市内就労支援施設利
用者の工賃月額

円

16,245 18,080

年間約460円増を
目標とする
※新潟県工賃向上
計画に示す目標値指標の

説明

就労継続支援B型利用
者の作業工賃月額平
均

実 績 値

6
手話奉仕員の人数

人
指標の
説明

妙高市手話奉仕員認
定者数

実 績 値

4 4
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 100.0% 100.0%

3 4

現況値から2人増を
目標とする

23.8 23.2
（H30） （R3）

↗ 目標達成率 98.3% 92.8%

5

障がい者のサービス利
用割合

％

21.5 25 手帳保持者数は人口ビ
ジョンの将来推定人口を
基に1,805に設定
サービス等利用計画作成
件数は障がい福祉計画に
定めた目標値472を上回
る480に設定

指標の
説明

手帳保持者のうちサービ
ス等利用計画を作成した
人数の割合

実 績 値

4

生活支援ボランティア
の登録支援者数

人
指標の
説明

社会福祉協議会において
生活支援サービスを提供
する有償ボランティア数

実 績 値

61 70
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 93.8% 100.0%

55 70

毎年5人ずつの増加
を目指す

35 22

新型コロナウイルス
感染症の影響で休
止した茶の間が多
い。また、参加者の
高齢化に伴い解散し
た茶の間も見られる
ため。

（H30） （R４）

↗ 目標達成率 100.0% 61.1%

3
地域の茶の間実施数

地区

32 36

毎年度1地区ずつの
増加を目指す

指標の
説明

月2回以上開催している地
域の茶の間の実施箇所数

実 績 値

2

訪問型サービス・通所型サー
ビス利用者の改善・維持率

％
指標の
説明

訪問型サービス・通所型サービ
ス利用者のうち状態が改善・維
持している人の割合

実 績 値

↘ 目標達成率 107.7% 112.1%

95.2 93.2
（H30） （R４）

→ 目標達成率 97.6% 95.6%

97.5 97.5

現況値以上を目標
とする

1
要介護認定率

％

20.1 21.3
R7年度22.8％の
将来推計であるた
め、これを下回るこ
とを目指す指標の

説明

65歳以上人口における要
介護認定者数の割合（予測
される増加を抑制）

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R３年度 R４年度
目標達成率が

70％未満の要因等

実 績 値 19.5 19.0
（H30） （R４）

関 係 課 福祉介護課

主要施策
１　介護予防・高齢者福祉の充実
２　障がい者福祉の充実
３　生活困窮者等の自立支援

R４予算額(千円) 180,766 R４決算額(千円) 155,812 

令和４年度施策評価（第3次総合計画）
１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ４ 全ての人が元気に活躍できるまちづくり

基本施策 ２ 全てを支える地域福祉づくり【福祉介護】



7

（93801）

10 維持

●新規で２４人の相談を受け付けたほか、必要な方には支援プランの
作成を行った。ひきこもり支援の検討に向け、先進地である十日町市
の状況の視察を行った。
●生活困窮相談支援員が相談者の悩みに寄り添い、個々の状況に応
じた支援を継続していく必要がある。また、ひきこもり支援を行おう
としている市内団体と連携し、支援策を検討していく。

生活困窮者自立支援事業

R４予算額(千円) 5,289 R４決算額(千円) 5,036 

6

（71580）

8，9 維持

●相談業務が効果的に作用し、就労支援対象者１８人のうち、８人の
就労につながった。
●就労者を長期継続させることや、対象者のうち未就労者の早期就
労に向けた支援が必要である。被保護者就労支援事業

R４予算額(千円) 1,400 R４決算額(千円) 1,326 

5

（71060）

6,7 維持

●相談支援専門員や受け皿となる事業所と連携を図りながら、居住
支援の場や体制等の機能充実に取り組んだ。また、手話奉仕員養成
講座を実施し、受講者が前年より12人増加したほか、市職員への手
話講座を実施するなど手話言語への理解・普及に努めた。
●障がい者の工賃アップに向けて、先進地事例などの情報収集し、就
労支援事業所と情報を共有しながら、検討していく必要がある。

障がい者日常生活支援事業

R４予算額(千円) 15,350 R４決算額(千円) 13,365 

4

（71062）

5 維持

●面談等により障がい者等の安否確認や不安解消に努めた。また、地
域活動支援センターの余暇活動においては、感染予防対策を徹底し
ながらプログラムを実施した。
●２年ぶりに、「こころのままのアート展」を開催し、作品の展示だけで
なく、新井高校社会科クラブと連携した取組を実施する中で、障がい
者への理解促進が図られた。
●成人・児童ともに福祉サービスの利用希望者が増え続けているた
め、障がい者相談室相談員が事業所見学へ同行するなど幅広い対応
が必要である。

障がい者相談支援事業

R４予算額(千円) 15,411 R４決算額(千円) 15,341 

3

（70090）

4 維持

●高齢者や障がい者への見守り支援、災害ボランティアの研修、生活
支援ボランティアや相談支援等、社会福祉協議会への助成を通じ、地
域福祉の向上に繋げることができた。
●定年後の働き方の変化、趣味活動の充実等高齢者の生活様式や考
え方が多様化しており、見守り支援の新規利用者やボランティア支援
者の確保について検討していく必要がある。

社会福祉協議会助成事業

R４予算額(千円) 39,420 R４決算額(千円) 33,327 

2

（96483）

1,3 維持

●R3年度・R4年度介護予防健康調査対象者のうち、閉じこもり該当
者を対象に訪問を実施し、個々の生活状況や身体状況の把握、教室
勧奨に繋げることができた。
●地域の茶の間について、参加者の高齢化や主催側の人材不足によ
り、活動が縮小しているため、主催者との対話や専門職の派遣による
出前講座等の働きかけにより、再開に向けた取組を行う必要がある。

一般介護予防事業

R４予算額(千円) 6,886 R４決算額(千円) 6,013 

1

（96480）

1,2 維持

●介護予防の拠点となる、通所型サービスC(筋力向上型・短期集中
型）ついては、利用前後の体力測定結果比較において、改善率が非常
に高く、介護予防に対する効果があった。また、効果的な介護予防に
資するケアプラン点検を行い、要介護認定率についても低下傾向に
繋がった。R4年度から移動支援サービスを行い、教室卒業後におい
ても介護予防を継続してもらえるよう努めた。
●介護予防利用者の増加を図るため、各機関訪問・通所リハビリ、短
期集中型サービス、民間運動施設、地域の茶の間との連携による循環
の仕組みを構築する必要がある。

介護予防・生活支援サービス事
業

R４予算額(千円) 97,010 R４決算額(千円) 81,404 

３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R４年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由



審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅱ

●介護予防利用者の増加を図るため、各機関訪問・通所リハビリ、短期集中型サー
ビス、民間運動施設、地域の茶の間との連携による持続可能な仕組みを構築するこ
と。
●高齢者の運動習慣の定着やeスポーツの普及などにより、介護予防の取組強化
を図っていくこと。
●障がい者の工賃アップに向けて、就労支援事業所とともに関係各所を訪問し、受
注拡大を図ること。
●生活困窮者の悩みに寄り添い、個々の状況に応じた支援を継続していくこと。ま
た、ひきこもりの把握に努め、課題に応じた支援を継続していくこと。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅱ

●介護予防利用者の増加を図るため、各機関訪問・通所リハビリ、短期集中型サー
ビス、民間運動施設、地域の茶の間との連携による循環の仕組みを構築すること。
●高齢者の運動習慣の定着やeスポーツの普及などにより、介護予防の取組強化
を図っていくこと。
●障がい者の工賃アップに向けて、就労支援事業所とともに関係各所を訪問し、受
注拡大を図ること。
●生活困窮者の悩みに寄り添い、個々の状況に応じた支援を継続していくこと。ま
た、ひきこもりの把握に努め、課題に応じた支援を継続していくこと。

４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

C

●介護予防における通所型サービスC(筋力向上型・短期集中型）の実施やケアプラ
ン点検により、要介護認定率が低下した。また、R4年度から移動支援サービスを行
い、教室卒業後においても介護予防を継続してもらえるよう努めた。
●面談等により障がい者等の安否確認や不安解消に努めた。また、２年ぶりに、「こ
ころのままのアート展」を開催し、作品の展示のほか、新井高校社会科クラブと連携
した取組を実施する中で、障がい者への理解促進が図られた。
●障がい者相談支援専門員や受け皿となる事業所と連携を図りながら、居住支援
の場や体制等の機能充実に取り組んだ。
●被保護者への就労支援について、相談業務が効果的に作用し、就労支援対象者１
８人のうち、８人の就労につながった。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

（H30） （R４）

↗ 目標達成率 101.4% 105.4%

7

移住・定住を目的とし
た空き家等の活用数

件

116 240

毎年30件の空き家
活用を目標とする

指標の
説明

空き家登録制度に登録された
空き家が利用（売却）された件
数（H21年度からの累計）

実 績 値 213 253

実 績 値

6

移住支援窓口を通じた
移住者数

人
指標の
説明

住宅取得等の支援により
移住した人数（H26年度
からの累計）

842 959
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 110.8% 110.2%

437 870

毎年110人の移住
を目標とする

24 25
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 96.0% 96.2%

5

市内で活動する市民活
動団体の数

法人

23 26
認可された組織化
を目指し、継続的な
活動につなげる指標の

説明
市内で活動するNPO
法人数

実 績 値

4

地域づくりコーディ
ネーターの数

人

指標の
説明

地域活動のリーダーであ
るコーディネーターの数

実 績 値

7 8 地域づくりのリー
ダーとなる人材育成
には、養成期間が必
要であるため。

（H30） （R４）

↗ 目標達成率 70.0% 53.3%

3 15
53の地域づくり協
議会の半数以上に
リーダーがいる状態
を目指す

1 1

アンケート調査は、
地域の将来を考え
るきかっかけであ
り、結果を踏まえ
て、将来の地域づく
りの方向性を共有す
る必要があるが、ビ
ジョン策定までは
至っていないため。

（H30） （R４）

↗ 目標達成率 12.5% 10.0%

3

課題解決のための将来ビ
ジョンを策定した地区数

地区

1 10

毎年2地区の増を目
標とする

指標の
説明

課題解決に向け、今後の
方向性を明確にした地区
数

実 績 値

2

全住民アンケート等、地域の課
題把握を行った地区数

地区
指標の
説明

地域課題を把握するた
めに活動した地区数

実 績 値

↗ 目標達成率 50.0% 40.0%

7 7
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 87.5% 70.0%

3 10

毎年2地区の増を目
標とする

1

地域運営組織の設立・
運営数

組織

4 10

毎年2組織の設立を
目標とする

指標の
説明

地域住民が中心となって
地域の課題解決に向けた
取組を始めた組織数

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R３年度 R４年度
目標達成率が

70％未満の要因等

実 績 値 4 4
地域づくりの専門家
などを入れながら
組織化を進めてい
るが、地域が主体と
なった組織化には時
間を要すため。

（H30） （R４）

関 係 課 地域共生課

主要施策
１　地域コミュニティの維持・再生
２　移住・定住による地域の維持

R４予算額(千円) 119,904 R４決算額(千円) 94,519 

令和４年度施策評価（第3次総合計画）

１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ４ 全ての人が元気に活躍できるまちづくり

基本施策 ３ 住民主体の地域づくり【地域づくり】



4

（50406）

7 維持

●移住支援員を１名増員し、市公式のＨＰやＳＮＳのほか、移住専門
HPを活用し、情報発信の強化を図った。また、空き家バンクへの物件
登録を促進し、内容が充実したことで、昨年度を上回る成約件数と
なった。
●空き家の実態把握を進める中で、利活用可能な物件については、
所有者等に引き続き空き家バンクへの物件登録を促していく必要が
ある。

妙高ふるさと暮らし応援事業

R４予算額(千円) 13,246 R４決算額(千円) 10,409 

3

（94044・96210）

6 維持

●転入者の減少により住宅取得等支援制度の利用件数も減少したも
のの、市民による制度利用件数が昨年度を上回り、４０歳未満の若者
の市内定住につながった。
●UIターン促進住宅支援事業が浸透してきており、毎年約15件の申
請件数となっている。
●各種制度について、市内企業や市内の若者などに、この制度を広
く周知していくことが必要である一方で、制度における市の負担が
大きく、対応を検討する必要がある。

住宅取得等支援事業
ＵＩターン促進住宅支援事業

R４予算額(千円) 76,372 R４決算額(千円) 61,148 

2

（101201）

1～5 維持

●新井南部地区に地区担当職員を配置したことで、防災訓練や災害
時要援護者の台帳整備、移動窓口号の運行など、万が一に備えた体
制を再構築するとともに、住民同士で安心・安全を再確認することが
できた。
●地域づくりの専門家と地域運営組織づくりについて協議を進め、
モデルとなる２地区（水上地区、新井南部地区）の選定を行うことが
できた。
●小水力発電に関する地域役員向け勉強会の開催や地域内の発電
所候補地情報の募集を行い、小水力発電の関心を高めるとともに、
地域からは２０か所の候補地情報の提供があった。
●地域から寄せられた発電所候補地情報を含め、市内の候補地情報
の洗い出しが必要である。また、地域が自ら事業に取り組むための意
識啓発や機運の醸成が必要である。

地域づくり応援事業

R４予算額(千円) 25,396 R４決算額(千円) 21,796 

1

（101200）

1 維持

●矢代地区に配置した２年目を迎える協力隊が退任することとなっ
たが、これまでの間、地域行事で地元の食材を使った外国料理を振
舞ったり、料理教室を開催するなど、地域と一緒に積極的に活動を
行った。
●協力隊制度は定住が目的ではあるが、定住するために協力隊にな
る人は少ない。３年間の活動の中で、地域に溶け込み、住民と一緒に
活動しながら、その地域を気に入ってもらうとともに、任期終了後の
受け皿となる仕組みづくりについて検討が必要である。

地域のこし協力隊活動推進事業

R４予算額(千円) 4,890 R４決算額(千円) 1,166 

３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R４年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由



審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●地域のこし協力隊の活動の活性化と定住に向け、協力隊ＯＢとも連携しながら、
日々の活動をサポートしていくこと。また、隊員配置の当初から、特定地域づくり事
業協同組合を含め、任期終了後の受け皿となる仕組みづくりを進めること。
●地域主体の小水力発電に関する意識啓発と機運醸成を図るとともに、可能性の
ある候補地を洗い出し、成功事例づくりに努めること。
●住民が主体となった地域運営の仕組みづくりに向けて、コーディネーターと連携
した将来ビジョンの作成を行い、市内の先進的な事例の横展開を図っていくこと。
また、市民が生活しやすい環境づくりを行い、市外への転出を防ぐ仕組みづくりを
行っていくこと。
●さらなる移住・定住を促進するため、妙高市の魅力発信と住宅取得等への支援
の拡充を検討するとともに、国庫補助金など財源確保に努めること。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●地域のこし協力隊の活動の活性化と定住に向け、協力隊ＯＢとも連携しながら、
日々の活動をサポートしていくこと。また、隊員配置の当初から、特定地域づくり事
業協同組合を含め、任期終了後の受け皿となる仕組みづくりを進めること。
●地域主体の小水力発電に関する意識啓発と機運醸成を図るとともに、可能性の
ある候補地を洗い出し、成功事例づくりに努めること。
●住民が主体となった地域運営の仕組みづくりに向けて、市内の先進的な事例の
横展開を図っていくこと。
●さらなる移住・定住を促進するため、妙高市の魅力発信と住宅取得等への支援
の拡充を検討するとともに、国庫補助金など財源確保に努めること。

４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

C

●新井南部地区に地区担当職員を配置したことで、防災訓練や災害時要援護者の
台帳整備など、万が一に備えた体制を再構築するとともに、移動窓口号の運行な
どにより住民同士で安心・安全を再確認することができた。
●地域づくりの専門家と地域運営組織づくりについて協議を進め、モデルとなる２
地区（水上地区、新井南部地区）の選定を行うことができた。
●地域が自らの地域資源を活用し、安定的な地域運営を確保するため、小水力発
電に関する地域役員向け勉強会の開催や地域内の発電所候補地情報の募集を行
い、小水力発電への関心を高めるとともに、地域からは２０か所の候補地情報の提
供があった。
●住宅取得等支援制度による転入者の利用件数は減少したものの、R4年度で
117人の移住者を獲得できたとともに、同制度の市民の利用件数が昨年度を上回
り、４０歳未満の若者の市内定住につながった。また、UIターン促進住宅支援事業
が浸透してきており、毎年約15件の申請件数となっている。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

（H30） （R４）

→ 目標達成率 80.5% 72.3%

3

いじめが解消された割
合

%

97.3 100.0

発生したいじめの完
全解消、発生抑制を
目指す指標の

説明

学校調査によるいじめ発生件
数に対する3カ月以上観察後
の解消件数の割合

実 績 値 83.1 72.3

2

審議会等への女性登
用率

%
指標の
説明

審議会等への女性登
用率

↗ 目標達成率 58.9%

1

人権講演会等の参加
者数

人

830 935

指標の
説明

人権講演会等の参加
者数 70.6%

28.8 31.0
（H30） （R４）

↗ 目標達成率 78.3% 80.9%

31.1 38.3
現況値から毎年度
約1.5%増を目標と
する

現況値から毎年度
約35人増を目標と
する

実 績 値 530 660 
（H30） （R４）

実 績 値

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R３年度 R４年度
目標達成率が

70％未満の要因等

関 係 課 市民税務課、生涯学習課、総務課、こども教育課

主要施策 １　人権意識の向上

R４予算額(千円) 5,267 R４決算額(千円) 4,928 

令和４年度施策評価（第3次総合計画）

１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ４ 全ての人が元気に活躍できるまちづくり

基本施策 ４ 全ての人が平等な地域社会づくり【人権】



審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●人権問題が複雑・多様化しており、第4次妙高市人権教育・啓発基本計画の策定
にあたっては、LGBTQIA＋等の新たな課題に関しても計画に位置づけていくこ
と。
●パートナーシップ制度（事実婚を含む）の創設に向けて、準備を進めること。
●誰一人取り残さないというSDGsの理念のもと、女性の社会参加と地位向上を
含め、全ての人が自身の能力を最大限発揮できる環境づくりに努めること。
●スクールソーシャルワーカーとの連携により、いじめ防止に対する意識を高め、
いじめ解消率の向上に努めること。
●これまでの取組を評価・検証し、その結果を活かした施策に改善していくこと。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●人権問題が複雑・多様化しており、第4次妙高市人権教育・啓発基本計画の策定
にあたっては、LGBTQIA＋等の新たな課題に関しても計画に位置づけていくこ
と。
●パートナーシップ制度（事実婚を含む）の創設に向けて、準備を進めること。
●誰一人取り残さないというSDGsの理念のもと、女性の社会参加と地位向上を
含め、全ての人が自身の能力を最大限発揮できる環境づくりに努めること。
●スクールソーシャルワーカーとの連携により、いじめ防止に対する意識を高め、
いじめ解消率の向上に努めること。
●これまでの取組を評価・検証し、その結果を活かした施策に改善していくこと。

４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

C

●県事業を活用した講演会や子どもへの暴力防止プログラムの実施など教育現
場とのタイアップによる人権教育事業に取り組み、小・中学校において児童生徒の
人権に対する意識を高めたほか、コロナ禍における誹謗中傷等の差別根絶のため
インターネットパトロールを行った。
●ジェンダー平等や男性の育児休業促進に向け、市報、ホームページを活用して情
報発信のほか、講演会等を実施し男女共同参画に対する理解の促進を図った。
●スクールロイヤーによる教職員向けのいじめ防止講演会を実施するなど、いじ
め防止の指導方法等の知識習得を図った。

3

（150090）

3 見直し

●スクールロイヤーによる教職員向けのいじめ防止講演会を実施す
るなど、いじめ防止の指導方法等の知識習得を図った。
●スクールソーシャルワーカーが関わる児童生徒への支援が長期化
し、現在の勤務時間では対応が困難となっている。また、不登校事案
への対応に時間を要し、いじめや虐待などの問題への対応ができて
いないため、令和５年度から週3日勤務から週５日勤務に拡大するこ
とで解決を図る。

いじめ・不登校対策推進事業

R４予算額(千円) 4,373 R４決算額(千円) 4,347 

2

（30311）

2 ー

●ジェンダー平等や男性の育児休業促進に向け、市報、ホームページ
を活用して情報発信のほか、講演会等を実施し男女共同参画に対す
る理解の促進を図った。
●審議会等への女性登用率をはじめ男女の社会参画を実現するた
め、誰一人取り残さないというSDGｓの理念のもと、ゴールの一つ
であるジェンダー平等の実現に向けて、より多くの女性が活躍でき
る環境づくりが必要である。

男女共同参画推進事業

R４予算額(千円) 202 R４決算額(千円) 141 

1

（90082）

1 ー

●県事業を活用した講演会や子どもへの暴力防止プログラムの実施
など教育現場とのタイアップによる人権教育事業に取り組み、小・中
学校において児童生徒の人権に対する意識を高めた。
●新型コロナウイルス感染者やその家族、医療従事者等への誹謗中
傷等の差別根絶のため、インターネット上に誹謗中傷の書き込みが
無いか定期的にネットパトロールを行った。
●第4次妙高市人権教育・啓発基本計画の策定にあたり、
LGBTQIA＋等の新たな課題に関しても計画に位置づけていく必要
がある。

人権啓発活動事業

R４予算額(千円) 692 R４決算額(千円) 440 

３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R４年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

※指標9は目標達成率がマイナスとなるため、０％と表記しています。

主要施策
１　結婚・出産・子育て支援の充実
２　幼児の教育・保育環境の充実

R4予算額(千円) 1,017,160 R4決算額(千円) 904,793 

令和４年度施策評価（第3次総合計画）

１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ５ 郷土を築く人と文化を育むまちづくり

基本施策 １ 安心して子どもを育てられる環境づくり【子育て】

関 係 課 地域共生課、健康保険課、こども教育課

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R3年度 R4年度
目標達成率が

70％未満の要因等

8 13
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 100.0% 108.3%

ー
実 績 値

1

市の事業を通じての成
婚数

組
指標の
説明

マッチング支援等の市の
事業を利用したかたの成
婚数

12

年間4組の成婚数を
目標とする

2

安心して妊娠・出産を
迎えられる妊婦の割合

％

ー 100
出産した妊婦全員
が安心したという結
果を目指す指標の

説明
出生届出時のアンケー
トによる回答の割合

実 績 値 86.1 86.4
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 86.1% 86.4%

179 186
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 98.4% 98.9%

165
実 績 値

3

ファミリー・サポート・セ
ンターのサービス提供会
員数 人
指標の
説明

ファミリー・サポート・セン
ターのサービスを提供で
きる会員数

188

毎年度約4％の増加
を目指す

4
虐待案件の解決数

％

13 17
現況値から毎年度
約1％増を目標とす
る指標の

説明
要保護児童対策地域協議
会の虐待案件の解決数

実 績 値 24 32
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 150.0% 188.2%

97.8 95.7
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 97.8% 95.7%

96.8
実 績 値

5

園運営に満足している
保護者の割合

％
指標の
説明

保護者アンケートにお
ける回答の割合

100

保護者全員の満足
を目指す

6
園舎整備率

％

70 100 R6までの幼稚園・
保育園整備構想に
基づく新設の統合
園を3園とすること
を目標とする

指標の
説明

幼稚園・保育園整備構
想に基づく園舎整備率

実 績 値 70 100
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 100.0% 100.0%

7
待機児童の発生人数

人
指標の
説明

待機児童の発生人数

0
待機児童を発生さ
せないことを目指す
（0人を維持する）

8

標準的な体格の園児
の割合

％

94.9 96
現況値から毎年度
約0.5％増を目標と
する指標の

説明
肥満度-15％～
+15％の園児の割合

（H30） （R4）

→

0
実 績 値 0 0

目標達成率 100.0% 100.0%

98.3% 97.0%

1.7 1.8

実 績 値 93.9 93.1
（H30） （R4）

↗ 目標達成率

指標の
説明

3～5歳児の朝食の欠
食率

「家族が食べない家
庭が多いこと」や「夜
に食べ過ぎてしまう
子」という児童が多
いため。

（H30） （R4）

→ 目標達成率 0.0% 0.0%

9
朝食の欠食率

％

1 1

現況値以下を目標
とする

実 績 値



1

（90084）

1 維持

●女性限定のイベントの実施などにより、徐々にではあるが女性会員
の増加につながっている。
●これまでのイベントやマッチング通信の効果もあり、事業開始以来
最高の５組の成婚に繋がった。
●会員数や成婚数は増加傾向にあるが、今後は参加者のエリアを拡
大し近隣市との連携や共同開催など、より効果的な婚活イベントの実
施も必要である。

妙高出会いサポート事業

R4予算額(千円) 1,580 R4決算額(千円) 1,579 

３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R4年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由

2

（71271）

4 維持

●臨床心理士や家庭児童支援専門員、保健師等が状況に応じてSNS
等を利用しながら丁寧に対象者に関わることで、子育てに関する悩
みの解消や軽減に繋がった。
●虐待の早期発見や予防に向け、すべての妊産婦と子ども、保護者
を支援するため「子育て世代包括支援センター」と連携した「こども家
庭センター」の設置を進める必要がある。

子どもの家庭総合支援拠点運
営事業
（旧：家庭児童相談・子どもの虐
待防止事業）

R4予算額(千円) 98,159 R4決算額(千円) 97,543 

3

（71282）

2,3 維持

●子育て不安の早期解消するプログラムや子育て広場やファミリー・
サポート・センター事業を通して、子育ての悩み解消、保護者同士の
交流に繋がった。
●ファミリー・サポート・センター事業については、利用者が固定化し
ており、新たな利用者が増加していないことから、1歳児家庭訪問や
健診時など、保護者と接する機会に保護者のニーズに応じた情報提
供することで、利用者の拡充を図る必要がある。

みんなで子育て応援事業

R4予算額(千円) 11,660 R4決算額(千円) 10,761 

R4決算額(千円)

4

（96865）

５，７
8,９

維持

●保育支援システムの導入により、保護者及び保育士の負担軽減・利
便性向上（園だより等のペーパーレス化含む）につながった。
●未満児の増加や多様な働き方に対応するため、有資格保育士、調
理員の確保や人材育成に取り組むことにより質の高い保育サービス
を提供することができた。
●子どもたち対象の食育推進教室の実施や給食だよりに食育推進に
係る情報を発信するなど子どもたちの食育推進に繋がった。（各年
齢・全園実施）
●和田にじいろこども園敷地への園舎増設について、客観的なデー
タに基づいて費用対効果を考慮し、実施の可否を決定する必要があ
る。
●コロナ禍により3歳児の保護者が食育推進教室に参加できていな
いことから次年度以降保護者も参加できるようにする必要がある。

認定こども園・保育園運営事業

R4予算額(千円) 601,050 R4決算額(千円) 563,331 

5

（96868）

6 維持

●遊休施設の解体・撤去による地域の環境美化や将来的な維持管理
コストの削減を図った。
●老朽化が進んでいる園に対する対策工事や乳児を含む未満児の
増加による施設機能の確保が必要である。認定こども園・保育園園舎等整

備事業

R4予算額(千円) 217,831 R4決算額(千円) 144,912 

6

（71970）

2 維持

●国や他市町村の動向や妊産婦の声を聞きながら、不妊治療費用助
成の制度の見直しや産後ケア事業等次年度開始に向けた各関係機関
との調整を行い、安心して出産できる環境づくりにつながった。
●伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業の
実施によって、妊娠中からの支援を強化することができた。
●今後も妊産婦の健康確保と安心して出産できる環境を提供してい
く必要がある。また、令和4年度の出生数は118人と前年比8人の減
と少子化に歯止めがかけられていないことから、安心して子どもを
産み育てることができる環境の充実を図る必要がある。

すくすく親子健康づくり事業

R4予算額(千円) 86,880 86,667 



Ⅰ

●少子化に歯止めがかけられていないことから、結婚、妊娠、出産、子育てを安心
して行うことができるための支援を国・県の動向と合わせて充実するとともに必
要な環境を整備すること。
●全ての妊産婦、子育て世帯、子供へ切れ目のない支援を実施するために、虐待
や貧困など問題を抱えた子どもや保護者を含めた子育て世帯を包括的に支援す
る機能を備えた「こども家庭センター」の設置を進めること。
●安心して出産できるよう、出産に係る宿泊費などの支援制度の拡充を図ること。

審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅰ

●少子化に歯止めがかけられていないことから、結婚、妊娠、出産、子育てを安心
して行うことができるための支援を国・県の動向と合わせて充実するとともに必
要な環境を整備すること。
●全ての妊産婦、子育て世帯、子供へ切れ目のない支援を実施するために、虐待
や貧困など問題を抱えた子どもや保護者を含めた子育て世帯を包括的に支援す
る機能を備えた「こども家庭センター」の設置を進めること。
●安心して出産できるよう、出産に係る宿泊費などの支援制度の拡充を図ること。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

C

●独身者のニーズをとらえた出会いの機会を提供したことにより、事業開始以来
最高の5組の成婚につながった。
●臨床心理士や家庭児童支援専門員、保健師等が状況に応じてSNS等を利用し
ながら丁寧に関わることで、子育てに関する悩みの解消や軽減につながった。
●子育て不安の早期解消するプログラムや子育て広場やファミリー・サポート・セン
ター事業を通して、子育てに悩む親の悩み解消や、保護者同士の交流につながっ
た。
●保育支援システム導入により、保護者及び保育士の負担軽減・利便性向上（園だ
より等のペーパーレス化含む）を実現した。
●相談支援や助成制度の見直しなどにより妊産婦全員や不妊等に悩む夫婦等が
安心して出産・産後を迎えられるような環境を整えた。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

※指標2は目標達成率がマイナスとなるため、０％と表記しています。

関 係 課 こども教育課

主要施策
１　健やかな心と体の育成
２　確かな学力の定着に向けた支援
３　学習環境の整備

R4予算額(千円) 262,362 R4決算額(千円) 247,612 

令和４年度施策評価（第3次総合計画）

１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ５ 郷土を築く人と文化を育むまちづくり

基本施策 ２ 質の高い教育環境づくり【教育】

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R3年度 R4年度
目標達成率が

70％未満の要因等

83.1 72.3 指導継続事案（観察
期間中の案件）が多
くあるため。

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 83.1% 72.3%

97.3 100
発生したいじめの
完全解消、発生抑制
を目指す

2

肥満度が20％以上の
児童生徒の割合

％

7.4 7.1

現況値から0.4％
減を目標とする

指標の
説明

学校健診による肥満度
20％以上の児童生徒の
割合

実 績 値

1

いじめが解消された
割合

％
指標の
説明

学校調査によるいじめ発生件
数に対する3カ月以上観察後
の解消件数の割合

実 績 値 8.2 9.0 コロナの影響により
部活動の休止や外
で遊ぶことが自粛
されたため。

（H30） （R4）

↘ 目標達成率 0.0% 0.0%

100 90.9
（H30） （R4）

→ 目標達成率 100.0% 90.9%

100 100

100％の維持を目
指す

4

全国標準学力検査（NRT）の得点率
が全国平均を超えた割合（算数・数
学）

％

100 100

100％の維持を目
指す

指標の
説明

全国標準学力検査の観点別集
計で全国平均を上回った割合
（算数・数学）

実 績 値

3

全国標準学力検査(NRT)の得点率
が全国平均を超えた割合（国語）

％
指標の
説明

全国標準学力検査の観点別集
計で全国平均を上回った割合
（国語）

実 績 値 90.9 54.5

小学校では「データ
の活用」「変化と関
係」、中学校では「式
と数」「関数」の正答
率が低く、これらの
領域に関する学習
内容の定着を図る
ことができなかった
ため。

（H30） （R4）

→ 目標達成率 90.9% 54.5%

0 67
「適正な表現を用い
て英語を書く」の正
答率が特に低く、こ
れらについての学
習内容の定着を図
ることができなかっ
たため。

（H30） （R4）

→ 目標達成率 0% 66.7%

100 100

100％の維持を目
指す

6

外国人と関わる活動に参加し
た児童生徒の割合

％

13 19

年2％の増を目標と
する

指標の
説明

外国人と関わる活動に参加し
た児童生徒数が全児童生徒数
に占める割合

実 績 値

5

全国標準学力検査（NRT）の得点率
が全国平均を超えた割合（英語）

％

指標の
説明

全国標準学力検査の観点別集
計で全国平均を上回った割合
（英語）

実 績 値 5 3
オンライン等を活用
して海外の学校等
と交流を実施した
が、海外宿泊体験学
習はコロナにより実
施できなかった。

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 29.4% 15.8%

実 績 値

7

長寿命化改修・大規模
改造工事の実施校数

校

指標の
説明

学校施設長寿命化計画に
基づく改修・改造工事延
べ実施校数

4 4
緊急性の高い他の
工事を優先したこと
や、計画していた施
設の経年劣化の状
況を見極め、工事を
先送りしたため。

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 66.7% 36.4%

ー 11

学校施設長寿命化
計画より

8

特別教室への冷房設備
設置工事の実施校数

校

ー 11

学校施設長寿命化
計画より

指標の
説明

整備計画に基づく設置
工事の実施校数

実 績 値 11 11
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 100.0% 100.0%



３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R4年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由

1

（150090）

1 見直し

●スクールロイヤーによる教職員向けのいじめ防止講演会を実施し
たほか教育支援センター（適応指導教室）にインターネット環境を整
備し、オンライン学習ができる環境を確保することができた。
●不登校児童生徒数は、年々増加傾向にあるほか、スクールソー
シャルワーカーが関わる児童生徒への支援が長期化しているため、
次年度から勤務日数を拡大することで、いじめ解消率を向上させる
必要がある。

いじめ・不登校対策推進事業

R4予算額(千円) 4,373 R4決算額(千円) 4,347 

2

（150360・150780）

3,4 維持

●クラウド型学習支援アプリ（ロイロノート）を活用することで1人1
台タブレット端末の利活用が進み、協働的な学習を実施することが
できた。各教科で読解力の実態把握と各学校で授業改善の計画作
成を行い授業実践につなげている。
●リーディングスキルテストの結果から全校で読解力が低い状況と
なっていることから、各校での授業改善の継続と読解力向上につい
て指導できる講師による教員研修の場を設定する必要がある。

基礎学力向上支援事業

R4予算額(千円) 33,478 R4決算額(千円) 30,298 

3

（150890）

5,6 維持

●全園での英語活動にＡＬＴを派遣し、ネイティブな英語に触れる機
会を創出したほか、新たに指導主事（英語教育）を配置し、英語指導
方法の改善に努めている。
●ＡＬＴを５名から８名体制に増員しているが経験を積んだＡＬＴが帰
国した場合、経験年数の浅いＡＬＴが増えることとなり、英語指導の
質の低下が懸念されるため、経験の浅いALTへの指導や希望する
者を市で直接雇用し、英語教育の質を維持する必要がある。

英語教育支援事業

R4予算額(千円) 48,743 R4決算額(千円) 47,410 

4

（150340・150760）

7,8 維持

●斐太北小学校校舎屋上防水工事、新井中学校校舎屋上防水工事
を計画的に実施することにより、安全・安心で快適な教育環境を整
備することができた。
●建物の経年劣化等の進行状況を的確に把握し、計画的に改修工
事や設備の更新を行い、長寿命化を図る必要がある。

小学校大規模改修事業・中学校
大規模改修事業

R4予算額(千円) 13,700 R4決算額(千円) 10,617 

5

（150209）

2 維持

●身体測定の結果を基に、肥満の対象となる子・保護者と面談を実
施することにより、生活改善や肥満の問題の解消につなげている。
●肥満の対象となる子が多くなり、個人・家庭に任せてしまい、改善
が難しくなるため、状況を的確に把握し、対応する必要がある。学校給食運営・食育推進事業

R4予算額(千円) 162,068 R4決算額(千円) 154,940 



４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

B

●スクールロイヤーによる教職員向けのいじめ防止講演会を実施したことで、い
じめに対する知識・意識が高まったことにより、今で以上にいじめに発展しそうな
小さな案件でも対応することで、早期に対処できる体制の構築につながった。
●教育支援センター（適応指導教室）にインターネット環境を整備し、通室する生
徒と学校との間でオンライン学習ができる環境を確保したことにより、生徒の
ニーズに沿った対応が可能になり、学習機会の確保につながった。
●クラウド型学習支援アプリ（ロイロノート）の導入を開始し、協働的な学習を実施
につながった。
●新たに指導主事（英語教育）を配置したことにより、英語の指導体制の充実を図
ることができた。

審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅱ

●不登校児童生徒数は年々増加傾向にあり、支援が長期化しているため、いじめ
など様々な問題の早期解消を図る体制の拡充等を検討すること。
●全校で読解力が低い状況となっていることから、各校での授業改善の継続と教
員研修に取り組む教員の指導力向上に取り組むこと。
●クラウド型学習支援アプリ（ロイロノート）を活用し、個別最適な学びを推進する
ため、デジタルドリルの試験導入を実施し、本格的な導入を検討すること。
●中学校の英語力低下への対応のため、英語の指導体制や指導方法の改善を継
続し、幼児や児童生徒の英語力とコミニケーション力を高めること。
●ギガスクール構想の目指すべきビジョンを明確にするとともに、タブレットの活
用を拡充しデジタルによる新たな学習機会の拡充を図ること。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅱ

●不登校児童生徒数は年々増加傾向にあり、支援が長期化しているため、いじめ
など様々な問題の早期解消を図る体制の拡充等を検討すること。
●全校で読解力が低い状況となっていることから、各校での授業改善の継続と教
員研修に取り組む教員の指導力向上に取り組むこと。
●クラウド型学習支援アプリ（ロイロノート）を活用し、個別最適な学びを推進する
ため、デジタルドリルの試験導入を実施し、本格的な導入を検討すること。
●中学校の英語力低下への対応のため、英語の指導体制や指導方法の改善を継
続し、幼児や児童生徒の英語力とコミニケーション力を高めること。
●ギガスクール構想の目指すべきビジョンを明確にするとともに、タブレットの活
用を拡充しデジタルによる新たな学習機会の拡充を図ること。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

関 係 課 生涯学習課

主要施策
１　人生100年時代の生涯学習の推進
２　生涯を通じたスポーツ活動の推進

R4予算額(千円) 280,523 R4決算額(千円) 256,508 

令和４年度施策評価（第3次総合計画）

１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ５ 郷土を築く人と文化を育むまちづくり

基本施策 ３ 豊かな心身をつくる環境づくり【生涯学習・スポーツ】

1
社会教育施設利用者数

人

165,812 168,311 

現況値から毎年約
0.5％増とし、
170,000人を目標
とする指標の

説明
社会教育施設の年間
延べ利用者数

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R3年度 R4年度
目標達成率が

70％未満の要因等

実 績 値 93,150 165,541 

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 55.6% 98.4%

603 525 新型コロナウイルス
感染症の拡大防止
のため、参加者数が
減少した。

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 73.1% 61.8%

777 850
毎年25人増とし、
900人を目標とす
る

3

「妙高市民の心」推進応
援事業所の登録件数

件

121 151
毎年10件増とし、
170件を目標とす
る指標の

説明
事業所の登録件数

実 績 値

2

「オール妙高あいさつ
運動」の参加者数

人
指標の
説明

あいさつ運動の１日あ
たりの参加者数

実 績 値 144 145
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 102.1% 96.0%

145 681
コロナ禍における自
粛及び、年に１回の
募集で学習者の
ニーズに対応できて
いない。

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 10.9% 46.6%

1,001 1,460 

毎年概ね1割増と
し、1,800人を目標
とする

5
地域活動人材登録者数

人

326 370

毎年15人増を目標
とする

指標の
説明

地域活動人材の登録
者数

実 績 値
4

生涯学習講座「まなび
の杜」の参加者数 人
指標の
説明

生涯学習講座の年間
延べ受講者数

実 績 値 244 300
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 68.7% 81.1%

23,215 23,368 

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 83.8% 84.1%

27,477 27,800 

現況値の概ね1.5倍
の利用者数を目標
とする

7

成人における週1回以上の
スポーツや運動の実施率

％

27.4 -
市民の2人に1人が
実施することを目標
とする指標の

説明
市民意識調査におけ
る回答の割合

実 績 値

6
図書館の貸出利用者数

人
指標の
説明

図書館の年間延べ貸
出利用者数

実 績 値 － －
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 － －

2,191 2,443 

コロナ禍による施設
の休館などによる
利用者の減少から、
施設再開後も利用
者が自粛等により完
全には戻らないた
め。

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 49.0% 54.2%

4,342 4,510 
市民の運動習慣の
定着やスポーツ実施
率の向上により、毎
年約1.0％の増を目
標とする

9

ジュニア競技者の大会
出場率

％

10 10.8
現況の県大会以上
の出場者数(219
人)を維持していく
ことを目標とする指標の

説明

市内小中学生のうち県大
会以上の大会に出場した
者の割合

実 績 値

8

総合型地域スポーツク
ラブの利用者数

人

指標の
説明

総合型地域スポーツクラ
ブの年間延べ利用者数

指標の
説明

スポーツ施設の年間延
べ利用者数

実 績 値 12.5 5.97
競技スポーツ人口の
減少等により、県大
会に出場した個人や
チームが減少したこ
とによるもの。

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 115.7% 55.3%

実 績 値 175,947 235,765 

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 52.8% 70.4%

10

スポーツ施設の利用者
数

人

326,712 335,000 施設の市民利用を
現行0.4％/年から
0.5％/年に増加さ
せるほか、合宿利用
を計画期間内で
3,000人程度の増
を目標とする



３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R4年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由

1

（160130）

6 拡大

●図書館整備構想や新図書館等複合施設整備計画に基づき、施設整
備に向けて、市民等との意見交換等を重ねながら施設の実施設計に
反映することができた。
●施設のオープンに向けて、市民ボランティアの育成やサービスやソ
フトの充実を図る必要がある。新図書館等複合施設整備事業

R4予算額(千円) 109,298 R4決算額(千円) 95,768 

2

（93567）

1,4，5 拡大

●オンラインでの講座を取り入れながSDGsを基本テーマに市民の
理解を深めるとともに、保育や介護をテーマにリカレント講座を開催
し、資格取得や就業への意識を高めた。
●生涯学習講座の参加者が高齢化しているため、子育て世代など新
たな参加者拡大を図る必要がある。生涯学習推進事業

R4予算額(千円) 5,360 R4決算額(千円) 4,514 

3

（170070）

７，８,10 維持

●多種多様な運動機会を提供するため、新型コロナウイルスの感染
対策を施し、障がいのある人、ない人が一緒に楽しめるボッチャ講習
会等の各種教室やジュニアスポーツクラブの活動を実施したほか、4
年ぶりに越後妙高コシヒカリマラソンを開催し、1,000人を超えるラ
ンナーが参加した。
●県アプリを活用した事業所の歩数対抗戦を新たに実施し、運動習
慣の定着に取り組んだ。
●市民の運動習慣の定着に向け、総合型地域スポーツクラブ等と協
議・連携をし、新たな取り組みの構築を検討する必要がある。

スポーツタウンづくり推進事業

R4予算額(千円) 9,834 R4決算額(千円) 9,262 

4

（170090）

９，１０ 維持

●ジュニアスポーツ競技力向上事業のため、上越教育大学から講師
を招聘し、指導者を対象とした研修会を３回行い、指導者の資質向上
を図ったほか、競技別資格の取得に対し支援を行った。（計８人）
●休日における運動部活動の地域移行に向け、市としての取り組み
状況等を競技団体や関係団体に説明し、理解を得ながら、体制づくり
を進める必要がある。

競技スポーツ推進事業

R4予算額(千円) 2,395 R4決算額(千円) 1,292 

5

（170150）

9,10 維持

●コロナ禍の影響により活動が制限されている中で、感染防止対策
を徹底した活動を行った結果、全国中学校スキー大会に強化指定選
手21人中11人が出場、信越学童親善スキー大会では、165人の選
手が出場したほか、ジュニアスキー育成団体と意見交換し、補助金交
付要綱を見直し、スキー競技力向上に寄与することができた。
●少子化や協議の多種多様化の影響により、競技スキー人口の減少
とともにジュニア選手数が減少、また、スキー関係団体の高齢化等に
よる指導者不足が進行しており、選手の発掘・育成・強化とともに、安
定した指導体制を支援する必要がある。

スキーのまち妙高推進事業

R4予算額(千円) 11,036 R4決算額(千円) 9,642 

6

（170212）

10 維持

●陸上競技場や赤倉体育センターなどの計画的な改修の実施や妙高
高原体育館内のトレーニング機器の整備により、利用者にとって安心
安全で快適なスポーツ活動を実施できる環境の確保が図られた。
●体育施設の老朽化が進んでおり、適切な維持管理をはじめ、計画
的な修繕や改修等を行い、幅広い年齢層の運動習慣の定着とスポー
ツ施設の利用促進を図る必要がある。

スポーツ施設整備事業

R4予算額(千円) 142,600 R4決算額(千円) 136,030 



４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

C

●図書館整備構想や新図書館等複合施設整備計画に基づき、施設整備に向けて、
市民等との意見交換等を重ねながら施設の実施設計を完了した。
●「まなびの杜」にオンラインでの講座を取り入れながら、SDGsのほか、保育や介
護をテーマにリカレント講座を開催し、資格取得や就業への意識を高めることがで
きた。
●感染対策を施し、4年ぶりに越後妙高コシヒカリマラソンを開催し、1,000人を
超えるランナーが参加したほか、新たに障がいのある人、ない人が一緒に楽しめる
ボッチャ講習会など　多種多様な運動機会を提供することで、運動習慣の定着に寄
与した。
●ジュニアスキー育成団体と意見交換し、補助金交付要綱の内容を実態に近づけ
るよう見直したことにより、スキー競技の競技力向上に努めた。

審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅱ

●「まなびの社」の参加者が固定化し、若い世代の参加者や妙高高原・妙高地域の
参加者が少ないことから、新たな参加者層の拡大に取り組むこと。
●休日における運動部活動の段階的な地域移行に向け、競技団体や関係団体の状
況を引き続き把握し、体制の構築を進めること。
●体育施設等の修繕や改修等を計画的に行い、利用者が安心安全で快適に活動で
きる環境づくりを進めること。
●新図書館等複合施設のオープンに向け、管理者体制の検討を進めるとともに、
「知の拠点」としてどのような運営をしていくのか戦略をまとめること。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅱ

●「まなびの社」の参加者が固定化し、若い世代の参加者や妙高高原・妙高地域の
参加者が少ないことから、新たな参加者層の拡大に取り組むこと。
●休日における運動部活動の段階的な地域移行に向け、競技団体や関係団体の状
況を引き続き把握し、体制の構築を進めること。
●体育施設等の修繕や改修等を計画的に行い、利用者が安心安全で快適に活動で
きる環境づくりを進めること。
●新図書館等複合施設のオープンに向け、管理者体制の検討を進めるとともに、
「知の拠点」としてどのような運営をしていくのか戦略をまとめること。



※矢印は、目標値に対する方向性を示しています。

関 係 課 生涯学習課

主要施策 １　歴史文化資源の保存と活用

R4予算額(千円) 8,678 R4決算額(千円) 6,003 

令和４年度施策評価（第3次総合計画）

１　施策の概要
まちづくりの

大綱 ５ 郷土を築く人と文化を育むまちづくり

基本施策 ４ 郷土愛を育む文化のまちづくり【文化】

２　施策目標の達成状況

指　　標　　名 単位 現況値 目標値 目標値の根拠 区分 R3年度 R4年度
目標達成率が

70％未満の要因等

22,292 47,716 

（H30） （R4）

↗ 目標達成率 63.3% 133.3%

33,886 35,800 

現況値から概ね
10％増を目標とす
る

2

歴史文化保存活用計画を策定し、地
域活性化事業に取り組む地区数

地区

ー 3 R3年までに重点3
地区の計画を策定
し、R6年までに新
たに1地区の計画を
策定する

指標の
説明

歴史文化保存活用計画を策定
し地域活性化事業に取り組む
地区数

実 績 値

1

歴史・芸術文化拠点の
来場者数

人
指標の
説明

道の歴史館、斐太歴史の
里、妙高芸術祭における
来場者数

実 績 値 2 3
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 66.7% 100.0%

実 績 値

3
指定・登録文化財数

件
指標の
説明

国・県・市指定文化財数と国
登録有形文化財数

88 89
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 101.1% 101.1%

85 88

毎年1物件増を目標
とする

4
美術展覧会の出品数

点

272 290 

現況値から概ね
10％増を目標とす
る指標の

説明
四季彩展・市展の出品
数

実 績 値 219 329 
（H30） （R4）

↗ 目標達成率 76.8% 113.4%



３　施策を構成する主な事業

No.
（事業通番） 関連する

指標No.

R4年度事務事業の事後評価

事業名 評価 評価理由

1

（160355）

1～3 維持

●枝打ちによって旧関山宝蔵院庭園から神社への見通しが良くな
り、歴史的景観としての魅力が大きく向上した。また、散策路がわか
りやすくなり、周遊しやすくなったことで、関山神社秘仏御開帳が円
滑かつ盛況のうちに終了し、今後、善光寺御開帳と同時期に定期開
催されることとなり、地域活性化の起爆剤として期待される存在と
なった。
●今後定期開催される見通しとなった御開帳行事については、観光
事業者にも早くから情報を周知し、妙高ツーリズムマネジメント等と
連携し、地元経済の活性化につながる取組を増やしていく必要があ
る。

妙高歴史遺産活用推進事業
（旧：関山神社周辺文化財総合
調査・整備事業）

R4予算額(千円) 1,516 R4決算額(千円) 1,432 

2

（160336）

1,4 維持

●コロナ禍ではあったが、感染防止対策を徹底し、妙高市展、ジュニ
ア芸術展等の展覧会事業の実施や、ＮＨＫの公開収録番組である
「新・ＢＳ日本のうた」を誘致したほか、四季彩芸術展では、通常の四
季彩展の他に入賞作品を集めた秀作展を妙高高原ビジターセンター
で開催し、15,000人以上の来場者があり、市民の芸術鑑賞や活動
成果発表の機会の充実につながった。
●少子高齢化により、近年文化芸術団体が減少しており（H22：119
⇒R４：77）、コロナ禍もあいまって団体の活動も停滞化しつつある
ことから、妙高文化振興事業団や文化芸術団体と連携しながら、文
化ホール開館40周年記念事業の市民音楽祭を開催し、団体の活動
発表の機会を創出する。

アートステージ妙高推進事業

R4予算額(千円) 7,162 R4決算額(千円) 4,571 

４　施策評価

区　分 選択区分 評　価　理　由

A：非常に効果があった
B：十分効果があった
C：効果があった
D：あまり効果がなかった
E：効果がなかった

C

●旧関山宝蔵院庭園が関山地区のシンボルとなり、今後、善光寺御開帳と同時期
に関山神社秘仏御開帳が定期開催されることとなり、地域活性化の起爆剤として
期待される存在となった。
●通常の四季彩芸術展の他に、入賞作品を集めた秀作展を妙高高原ビジターセン
ターで開催したところ、15,000人以上の来場者（通常の四季彩展来場者1,247
人）があり、市民の芸術鑑賞や活動成果発表の機会の充実につながった。

審
議
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅱ

●歴史文化現地ガイドや妙高ツーリズムマネジメントと連携し、妙高の特徴的な歴
史文化資源の磨き上げと更なる魅力の掘り起こしを進め、地域経済の活性化につ
ながる取組を増やしていくこと。
●宝蔵院御膳を活用した宿坊の里づくりを進めていくこと。
●Ｒ５年度は文化ホール開館４０周年記念にあたることから、妙高文化振興事業団
や文化芸術団体と連携しながら記念事業を実施するなど、団体の活動発表の機会
を創出し、文化芸術活動の活性化を図ること。

５　今後の方向性

区　分 選択区分 今後の方向性

庁
内
評
価
委
員
会

Ⅰ：事業拡大（追加・発展）
Ⅱ：改善（事業内容の見直し）
Ⅲ：継続（現状維持）
Ⅳ：中止・廃止
Ⅴ：予定通り事業終了

Ⅱ

●歴史文化現地ガイドや妙高ツーリズムマネジメントと連携し、妙高の特徴的な歴
史文化資源の磨き上げと更なる魅力の掘り起こしを進め、地域経済の活性化につ
ながる取組を増やしていくこと。
●宝蔵院御膳を活用した宿坊の里づくりを進めていくこと。
●Ｒ５年度は文化ホール開館４０周年記念にあたることから、妙高文化振興事業団
や文化芸術団体と連携しながら記念事業を実施するなど、団体の活動発表の機会
を創出し、文化芸術活動の活性化を図ること。


